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労働省は、 1998年1月19日、 「第9次労働災害防

止計画(案)J(6頁以ドに全文)を発表した。中央労

働基準審議会(会長花見忠・上智大学教授)に

1997年12月4日に諮問し、同日「おおむね妥当」

との答申を受けたもの。労働省としては、今回の

答申を受け当該計画の策定作業を進め、 1997年

度内に閣議報告し、公表することとしている。

この「第9次労働J災害防止計画(案)J は、 1998~

2002年度の5年間を計同期間とし、期間中に、①

死亡災害の大幅j成少、②労働災害総件数の2 0 %減

少、③じん肺・職業がん等のj戚少、酸素欠乏症・一

般化炭素中毒等の撲滅、等を目標としている。

前期の「第日次労働災害防止計画」は、 1993~

1997年度の5年間に、①死亡災害、重大災害およ

び重篤な職業性疾病の大幅減少、iZ労働災害総件

数のおおむね2 5 %減少、等を目標としていた。

事業主の届け出た労働者死傷病報告に基づく

労働省統計で1992年→1996年の推移をみると、

死亡災害が2,354件→2363件(1997年の速報値

は2,033件) 、休業48以上の死傷災害が189,5 89

件→162,8 6 2件(同前125,333件)、職業性疾病が

8,323件→ 6,521件となっている。

「第 8次労働災害防止計同」の目標は基本的に

達成できなかったと言ってよいわけである。

今回の「第9次労働災害防止計岡(案)Jに関し

て、細部はともかく、基本的な問題点についてい

くつかまとめてみた。

1.労働災害防止計画は、労働安全衛生法第6条

の規定に基づいて、労働大臣が中央労働基準審

議会の怠見をきいて定めるとととされている

が、次の2、3項に述べるような理由から、雇用

対策基本計画(雇用対策法第4条)のように、国

が定める±閣議決定に格上げすることが望ま

しい。

2. 死亡災害の首位である交通災害は警祭庁と

運輸省、墜落災脅は建設省と地方自治体および、

公団等、放射線障害は科学技術庁等、他省庁と

も関係があるが、それらとの協力等について何

らふれられておらず、関係省庁との協力も内特

に追加することが望ましい。

3. 国家公務員 (1 00Jj、人事院) 、船員(20万、運

輸省)、鉱山労働者(通産省)、非現業の地方公務

員 (300万弱、自治省)、教育公務員 (100万、文部

省)も含めた日本のすべての労働者を対象にし

た「労働災常防止計画」として、策定することが

望ましい。

4. 1993～1997年度を対象期間とした第8 次

労働災害防止計画が掲げた、死亡災害、重大災

害および重篤な職業性疾病の大幅減少と労働

災害発生件数のおおむね2 5 %減少という目標

を達成できなかった。その理由、総括について

まったくふれられていない。前期計耐の総括を

ふまえた新規計画であることが望ましい。
5. 計画案では、計画期間中に労働災害総件数を

2 0 %減少させるとあるが、具体的根拠がない。

とくに、死亡災害では、墜落・転落災害、交通

労働災害がそれぞれ全体の3割弱を占めると

いう特徴的な構造があり、計画案でもふれられ

ているような業種目j・規模別等叫寺徴がみられ

るところである。それぞれの特徴ごとの削減

(数値)目標およびそのための具体的施策を積

み重ねて、計画全体としての目標を設定するこ

とが望ましい。

同時に、都道府県労働基準局、労働基準監督

署単位での計画案があって、はじめて監督官や

現場職員の意識にも入ってくるものと思われ

る。最初から、全局、全署での作成が業務量の関

係で無理であるとしても、できるところから地

方版の労働災害防止計画を作成するととか望ま

しい。なお、作成にあたっては、労使の同体や地

方労働基準審議会の意向を入れる必要がある。

6. 計!耐案では、「新しい安全衛生管理手法の導

入jがうたわれているが、その内容が不明確で

ある。

「新しい安全衛生管理子法の導入」にふれて

いるr1 計画のねらしりの (3) ③では、 (i)安全 

衛生管理のノウハウの継承に係る問題への対

応のほか、 (ii)小規模事業場が事業場外部のノ

ウハウ等を総合的に活用して各種安全衛生対

策を進めるための仕組みつくり等、がその内容

として掲げられており、 r4 労働災需防止の

ための課題」の (3)イでは、主に (i)についてだ

けあげている。

この安全衛生管理のノウハウの継承の問題

は、 1997年3月14日に緊急にまとめられた「化

学工業における安全管理の在り方に関する検

討結果報告書J(化学安全対策会議、 1997年6月

号参照)でふれられていた問題であるが、「新し

い安全衛生管理'fi去」の内容がそれだけでは名

前だおれと言わざるを得ないだろう。

一方、 r7 安全衛生管理対策の強化」の (2)
「安全衛生管理手法の充実・強化」では、次のよ

うな内符があげられている。

① 経営首脳者の安全衛生管理に関する方針

(の策定)

② 上記方針に基づく指導・指揮のもとでの安

全衛生に関する年間計画の作成

③ 安全衛生管理体制の整備

④ 各級の管理監督者の安全衛生に関する権

限と責任の明確化

⑤ 機械設備等の導入、建設工事等の計画段階

における事前評価の充実

(r事前評価」と関連して、 r5 重点対象分野
における対策」の (2)ハ「爆発・火災災害防止対

策」では、化学プラントに係るセーフティアセ

スメントの充実があげられているが、上事広⑤を

含めて、すべての職場で当該職場の安全衛生に

関するリスクアセスメントが定期的に実施さ

れることがE主要であろう。)

また、 rr百十両l実施評価改善』という一

連のプロセスを明確化した遺統的、継続的な安

全衛生管理が必要であり、これが的確に行われ

るための新たな安全衛生管用手法を検討し、そ

の導入を図る」としている。

以上は、中央労働災宮防止協会が1996年か

ら開始した「安全衛生管理活動評価制度J(1 9
96年6月号参照)あるいはIS014000等の環境

管理・監査システム(1996年4月均等参照)の内

容を念頭に置いたものと考えられるが、たんに

企業の自主管理としてだけでなく、労働安全衛

生の(新しい)枠組みにかかわる問題である。

安全衛生管理のノウハウの継承問題に限定

せずに、上に示された内容を含む「新しい安全

衛生管理手法の導入jの内容を明確にして、そ

の具体化を図るべきである。

これは、たんに倒々の法定事項を守ればよい

という従来ありがちな姿勢から、事業主の包括

的義務・責務を確立するという意味で、次に掲
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げる労働者の権利の確立と合わせて、労働安全

衛生(法制)の抜本的改革につながらざるを得

ないし、そうすべきであろう。

なお、企業の自覚と取り組みを促進するため

には、( 定規模以上の企業には)決算報告書

等に労働災害・環境影響データの記載を義務づ

けることも有効と考えられる。

7. 計画案では、「労使による自主的皮全衛生の推

進Jが、 4( 3 )ロおよび7( 3 )であげられている。

これも前項と同様に非常に重要な問題であ

るが、具体的な施策は、「安全衛生委員会の活動

に資するためのガイドラインの策定jだけで、こ

れではかけ声倒れに終わってしまいかねない。

まず、安全衛生委員会を設置しなければなら

ない事業場の範囲を、早急に30人以上規模の

事業場に拡大することが望まれる。

既存の制度の活用としては、労災防止指導員

制度の強化・活用も非常に有効と考えられる。

さらに、前述の安全衛生管理の「計画実施

評価 改善」のすべての過程に労働者の関

与・参加を保障し、また、安全衛生員会の労働者

代表が必要な情報の提供を受け、自らの教育

トレ ニング(労働団体が実施するものに時間

内ないし有給で参加することなど)の機会が保

障され、独自の職場巡視や調査を行うことがで

きるような権利を確立する必要がある。これ

も、労働安全衛生(法制)の抜本的改革につなが

らさるを得ないし、そうすべきであろう。

計画案では、「危険予知活動等の普及促進に

よる安全衛生活動の活性化」も掲げられている

が、現状の危険予知 (KYT) 活動等は、精神主

義、あるいは労働災害が発生した場合の労働者

の責任のあらさがしに重点が置かれるという

傾向が強く、労働災害の予防に役だ、っていない

と言わざるを得ない。

また、中小規模事業場の支援のために、各種

助成金等の制度が拡充されてきているが、事業

主だけでなく、労働者を対象にした助成制度等

を検討されることが望ましい。

8. 計画案では、 6で引用したように、小規模事業

場の事業場外のノウハウの活用等江仕組みづ

くりが指摘されているが、現在の労働安全衛生

サービスは、内容としては健康診断、担い手と

しては医師(産業医)にあまりにも偏りすぎて

おり、職場での具体的対策・改善を支援するよ

うなサービスが不足している。

健康診断/医師(産業医)中心の労働安全衛

生サービスのありょうを程本的に見直し、実効

性のある労働安全衛生サービスを、事業主の包

括的義務、労働者(代表)の権利の確立とならん

で、「新しい労働安全衛生管理jの3本柱のひと

つにすえることが望ましい。

都道府県産業保健推進センターおよび地域

産業保健センターの運営に政労使三者構成の

原則を確立し、相談に応じるスタッフも医師あ

るいは行政OBという実態から、機械、電機、化

学、士オ王、建築、人間工学等の専門家や労使が推

薦する実務経験者等を加え、また、職場改善事

例集やトレーニング・ツール等を開発・提供す

るなどのサービス内容の充実といった改善が

望まれる。とくに、小規模事業主および、労働者

を対象とした、無料(安価)で、職場での具体的

対策の促進につながるような労働安全衛生

サービスの充実に努めるべきである。

8(1 ) f新たな行政展開」のイ「情報提供体制の

整蔚jで、「安全衛生情報センター(仮称)等を通

じた必要な情報の収集、加工、提供」等が掲げら

れているが、上述の趣旨を活かしたものとなる

よう期待したい。

9. 計画案の1(3)の⑥では、「経済活動のグロー

パル化が進み、企業の世界的競争が激化する中

で、生産性の向上、効率化が重視されることか

ら、安全衛生対策が看過されることが懸念され

ているjと指摘されている。また、 4(4)f転換期

の産業社会における安全衛生面の課題」のへ

「規制緩和への対応jでも、「市場原理と自己責

任原則の時代においても、労働者の安全と健康

は、事業者の責任において確保されることが前

提であり、このための規制の必要性は変わらな

い」と指摘している。

国際的な経験からも、経済分野での規制緩和

は労働災害・職業病の増加を引き起こしている

場合が多い。

労働分野における安易な規制緩和を行わな

いことはもとより、他省庁に対しても、労働災

害の増加、労働安全衛生の蔚七につながるよう

な規制緩和を行わないよう労働省がチェック

し、また、規制緩和の結果そのような結果を招

いた場合には速やかに見直しが行われるよう

なシステムを確立することか望まれる。そのた

めにも、冒頭述べたように、労働災害防止計画

を閣議決定事項とする必要があろう。

また、中小事業場対策としては、労働条件、安

全衛生の確保については過当競争の影響が及

ばないようにすることが絶対的に必要である。

そのための中小事業主の「共同行為」を独禁法

の除外として認め、促進することが望ましい。

10.計画案には、「労災隠し」に関する指摘がまっ

たくない。

社会保険庁は、本来労災保険で支払うべきも

のが「全国で6万件、 20億円ないし22億円が毎

年支払われているjと、国会で答弁している (19

97年5月15日参議院労働委員会)。 1995年12

月21日の日本医師会労災・自賠責委員会の答

申でも、「労災隠し事案が増加傾向にあるとい

うことばかりでなく、その内容が企業ぐるみで

行われている疑いのある事例が増加している」

と指摘し、府県医師会の調査でも、トラブルを

経験したととのある医療機関が、大阪府で38.1

%、広島県で30.2%、このとき労働基準監督署

に通報したのは各々 3.9 、1 5 %にすぎないとい

う実態が明らかになっている。

一方で、労働安全衛生法上の届出義務違反

(第100条)・虚偽報告(第120条)違反で送検さ

れた件数は1995年で62件にすぎず、ここに現

われてくるのは氷山の一角にすぎないという

ことは、われわれの日頃の相談の実感とも一致

している。

とのような「労災隠し」の実態を認識し、実効

性のある防止対策を講ずるべきである。

具体的対策のひιっとして、労働者死傷病報

告に、被災労働者および労働者代表が記載内容

を確認して署名捺印する欄を設けることが有

効と考えられる。

11.計画案で示される、労働災害防止計画策定の

前提となるべき労働災害・職業病統計について

は、 f(いまなお)毎年60万人もの労働者が被災

しJという部分だけが労災保険新規受給者件数

によっているものと思われる他は、すべて事業

主が届け出た労働者死傷病報告書に基づく統

計数字に拠っている。

行政改革会議に対する労働省説明資料(19

97年5月7日、 1997年11月号参照)に述べられ

ているように、労災保険行政と労働基準駐督行

政・労働安全衛生行政は、「車の両輪として緊密

かつ有機的な連携」をもって運営される必要が

あることは言うまでもないロ

労働災害・職業病統計には、前記の事業主届

出件数の他に、少なくとも労災保険の支給決定

件数のデータがある(ほとんど公表されない)。

2つのデータは、通勤災害や労災保険特別加入

者や退(離)職後の発症の取り扱い、業務上外

'/'IJI析縫定の有無、休業日数(前者は4日以上) 、

発生年(暦年)と支給決定年度といった違いは

あるものの、どちらも重要な基礎資料であるこ

とは間違いない。(数字だけを比較すると、とく

に織業病に関しては、①じん肺症等と物理的因

子による荻病ではほぼ同じような数字だが、②

負傷に起因する疾病および非災害性腰痛では

前者の方が多く、③他の疾病に関しては後者

の方が数倍から1 0数倍も多い。「葬祭料・葬祭

給付受給者数」は「死亡災害発生件数」の 15倍

以上などと、かなりの「食い違いjがある。)

両者のデータを明示したうえで、統計の性格

の違いをふまえた分析を加えて、労働災害防止

計両の策定の基礎資料として活用されるとと

が望ましい。

12. 4(4)の卜で「国際動向への配慮」について、 8

(3)でも「国際的な視点に立った行政展開jが取

り上げられているが、「海外進出企業の現地作

業員の安全衛生の確保」については後者でわず

か言ふれられでいるだけである。

グローパリゼーションのもとでの日本企業

の様々な形態での国際展開と [17頁末に続く】
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第9器労麟議害鱗1 1 :討輔
1998 --2002年震に労舗災害2 0 %減めざす

計画のねらい

計画の期間

計画の目標

労働災害防止のための課題

重点対象分野における労働災害防止対策

労働者の健康確保対策

安全衛生管理対策の強化

安全衛生行政の展開

1計画のねらい

(1 )基本的考え方

働く人々の安全と健康を確保することは、労働

福祉の基本であり、また、国民的課題である。

このような前提のもとに、事業者は、自ら設定

した職場環境において労働者の安全と健康を確

保しなければならず、労働者も、自らの役割を円

覚して、事業者が行う安全衛生活動に積根的に参

加することが必要である。

労働災害は、関係者の努力により長期的には着

実に減少してきでいるが、従来型の災害を中心

に、今なお、年間 60万人もの労働者が被災し、死

亡者も2千人を超えている。

一方、現在、我が国産業社会は、内外にわたる環

境や構造の大きな変化に直面しており、情報化、

サービス経済化に伴い働き方が変化し、高年齢者

や女性、若者を始めとして様々な働き方を求める

労働者が増加するなど、労働者の就業形態の多様

化が進行するとともに、個々の事業場において

も、技術革新等により機械設備を含めた職場環境

が大きく変化してきでいる。

このような変化は、企業の安全衛生への取組、

労働者の安全衛生意識、職場環境において求めら

れる安全衛生水準等に影響を及ぼし、今日の我が

国の安全衛生対策に新たな課題を与えるもので

ある。

本計画は、とのような状況を踏まえ、我が国に

おける労働災害防止対策の基本的事項を示すも

のである。

(2)これまでの取組

労働j災害防止対策の実効をあげるには、政府、

事業者等関係者が一体となって、総合的かつ計倒

的に実施する必要があることから、政府は、自ら

の施策を明らかにするとともに事業若等の自主

自切苫動のための指針を示すため、労働災害防止計

両lを策定している。

このような趣旨から、 IIfl和3 3年、産業災害防止

総合5カ年計画が策定されて以来、 8次にわたっ

て労働災害防止計画が定められてきたが、昭和3口

年、 4 0年代の第1次から第3次の計画では、最低

労働条件を定める労働基準法の卜で、多発する死

傷災害の防止が最も重要な課題であった。

昭和4 7年に労働安全衛生法が施11された後の

第4次から第8次の計画では、より高い安全衛生

水準の確保が課題として取り上げられ、特に最近

は、 )j{!勤災害を防止することはもとより、健康保

持増進対策、快適職場形成等の課題も取り上げら

れてきている。

このように労働安全衛生対策は、最{氏基準の確

保を図りつつ、国民の二一スに応じてより高い安

全衛生水準を確保するごとに展開してきつつあ

り、今後もこのような方向性を継続する必要があ

る。

(3) 本計画の基本方針

本計画は、以上の点を踏まえ、 21世紀の我が国

を担う人々が安全で健康に働ける職場を実現す

るため策定したものであり、国際化、高度情報化

の進展にも配慮しながら、主に次のような課題に

対応しようとするものである。

①死亡災害の撲滅

一人一人の労働者は、皆、家族を持ち、家族を支

え、初会においてそれぞれに役割を担うかけがえ

のない存在であることから、労働者の生命が損な

われるようなことは、あってはならないことであ

る。

しかしながら、 年間に 60万人もの労働者が

被災し、死亡者数も、昭和5 6年に3千人を下回っ

て以来、減少頃|勾にあるものの、平成8年において

も2,363 人を数えており、 16年間、 2千人台にと

どまっていることから、まず、このような状況を

打破し、死亡災害の大幅な減少を図る。

②中小企業における安全衛生の確保

我が国全体の安全衛生水準は、着実に向上して

きているが、中小企業における安全衛生管理は、

必ずしも十分なものとは言えず、中小企業の労働

災害発生率は、大企業に比べて高くなっている。

このため、労働災害防止錯置の履行確保を図ると

ともに、中小企業の自主的な努力や集団的な取組l
を促進するなど適切な支援を実施する。

③高齢社会の進展に伴う安全衛生の確保

我が国は、和界に績を見ない少子・高齢社会に

向かいつつあり、高年齢者の就業がますます増加

し、各職場における高年齢者の占める割合がl曽加

していくことが見込まれる。高年齢者にあって

は、労働災害の発生率が高く、また、健康診断の有

所見率も高いが、とのような高年齢者が安心して

働き、その能力を十分に発揮するととが社会の活

力につながる。

これまで 般的な安全衛生対策に加える形で

高年齢者を対象とした安全衛生対策を講じてき

たが、今後は、若年者と高年齢者が混在して同じ

作業に従事することを前提として、安全衛生対策

を講じていく。

④新しい安全衛生管理手法の導入

最近の安全衛生管理の実態をみると、安全衛生

管理のベテラン担当者の退職等に伴い、その安全

衛生に係る知識や労働災害防止のノウハウがう

まく継承されていないといった問題が指摘され

ている。

また、我が国の事業場の大部分を占める小規模

事業場では、寸空に安全衛生に関する知識等を有

する人材も十分ではなく、安全衛生管理体制が

整っていないところも少なくないと考えられる。

このようなととから、個人的能力に左右される

ことの少ない連続的、継続的な安全衛生管理手

法、事業場外部の専門家・機関を総合的に活用し

て各種安令衛生対策を進めるためのil:組みづく

り等新たな視点に立った安全衛生管理手法の開

発・導入を進める。

⑤最近における業務上の心身の負担の増大等

に対応した労働衛生対策の推進

国民生活は、豊かになってきたものの、依然と

して、じん肺、有機溶剤中毒等の職業性疾病は後

を絶たず、また、最近では、一般健康診断結果にお

いて何らかの指摘を受ける労働者が培加してい

る。

今後、産業社会が大きく変化していく中で、業

務の質的変化等による心身の負担の 層の増加

が懸念されており、我が国社会の健全な発展とい

う観点からも、職業性疾病予防はもとより、職場

においてより積極的に労働者の健康の確保を

闘っていくことが求められている。このため、産

業保健推進センタ←、地域産業保健センタ一、

労災病院等産業保健に係る機関のネットワ←ク

化を除lる等により、産業保健サービスを広く提供

する。さらに、誰もが働きやすい快適な職場環境

の形成を進めていく。

⑤原点に立ち返った安全衛生意識の高揚

経済活動のグロパル化が進み、企業の胆;界的

競争が激化する中で、生産性の向上、効率化が重

視されることから、安全衛生対策が看過されると

1
2
3
4
5
6
7
8
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とか懸怠されている。また、長期的に労働災害が減

少し、労働災害を体験した人がi成ってきたことも

あり、個々の労働者の安全衛生に関する感度の低

下も考えられるので、特に若年層を中心に安全衛

生への関心を高めていくことが求められている。

このため、事業者、労働者の安全衛生意識のレベ

ルがかつて多くの労働災害を経験した時代のレベ

ルに低下しないよう、改めて原点に立ち返って安

全衛生意識の高揚を図るとともに、一般国民を含

め、広く労働災害防止の重要性を訴えていく。

1 2計画の期間

平成10年度を初年度とし、平成14年度を目標

年度とする5箇年計画とする。

ただし、この計画期間中に労働災害防止に関

し、特別の事情が生じた場合は、必要に応じ計画

の見直しを行うものとする。

また、計画期間中において、適宜、計画の進捗状

況を把握し、これに基づき対策の推進を図るもの

とするロ

3計画の目標

(j)死亡災害については、年間2千人台で進

退を繰り返している現状を打破し、その大幅な

減少を図ること

(2)計画期間中における労働災害総件数を2 0 %

減少させること

(3)じん肺、職業がん等の職業性疾病のj成少、死

亡災害に直結しやすい酸素欠乏症、一酸化炭素

中毒等の撲滅を図ること

(4)産業保健サービスの充実等労働者の健康の

保持増進及び快適な職場環境の形成を推進す

ることを白標とする。

i4 埠働災害防止のための課題

労働災害防止のための課題は、次のとおりであ

り、これらに対応した具体的な対策については、

r5 重点対象分野における労働災害防止対策」か

らr7 安全衛生管理対策の強化」までに、また、そ

れらを円滑に実施するためι体制等については、

r8 安全衛生行政の展開」にそれぞれ示す。

(1)労働災害の動向等からみた課題

労働災害は、昭和 3 6年を頂点として長期的に

減少してきている。しかし、なお、毎年 60 万人も

の労働者が被災し、そのうち休業4日以上の死傷

者が16万人を占めている。また、今なお毎年2千

人を超える労働者が死亡している。特に、死亡災

害については、昭和5 6年に初めて3千人を割って

以降、 16年間2千人台で推移しており、大きな減

少が見られない。

また、一度に3人以上が被災する重大災害は、年

間2日O件前後で推移しており、減少の傾向が認め

られない。

イ業種別労働災害発生状況

(イ)建設業

建設業における労働者数は、全労働者の約1割
に当たるが、労働災害については、全産業の休業

4日以上の死傷災害の約3割、死亡災害の帝' 14割を

占めている。建設業における労働災害防止では、

元方事業者が重要な役割を担っているが、大手総

合工事業者よりも中小地場総合工事業者が元請

となっている現場において多発している。

災害の種類別では、懸落・転落災害が死亡災害

の約4割を占め、また、建設機械による災害が約2

害JIを占めている。

このほか、砂防・治山工事における土石流災害

のように一時に多数の労働者が被災し、社会的に

注目される重大な災害が多発する状況にある。

(口)製造業

製造業においては、休業4日以上の死傷災害で

全産業の3割弱、死亡災害で全産業の2割弱、 度

に3人以上が被災する重大災害で全産業の3割強

を占めている。労働災害の種類別でみると、死亡

災害では交通労働災害が全体の約2割を占め、休

業4日以上の死傷災害では、機械設備によるはさ

まれ・巻き込まれ等の災害が全体の5割近くを占

めている。また、重大災害では、交通労働災害や爆

発・火災災害が多い。

(ハ)陸上貨物運送事業

陸上貨物運送事業においては、近年、貨物輸送

量の増加や事業の新規参入に係る規制緩和に

｛半って、事業場数、労働者数ともに増加し、また、

輸送サービスの多様化により、作業内容等も変化

してきでいる。休業4日以上の死傷災害で全産業

の1割弱、死亡災害で全産業の1害115分を占め、こ

の数年間、労働災害の発生件数の減少率か低く、

特に死亡災害は増加傾向で推移している。

労働災害の種類別では、死亡災害の7割を交通

労働災害が占め、また、休業4日以上の死傷災害で

は、荷役作業中の繋落・転落災害や荷の落下等に

よる災害が多く発生している。

(ニ)第三次産業

第三次産業(交通運輸業、陸上貨物運送事業及

び港湾貨物運送事業を除く。以下向じ。)において

は、サービス経済化の進展により、事業場数、労働

者数ともに増加しており、休業4日以上の死傷災

害で全産業の3割、死亡災害で全産業の2害JI弱を

占め、しかも休業4日以上の死傷災害では、第三次

産業の占める割合が年々増加している。

第三次産業全体でみると死亡災害の5割弱を交

通労働災害が占め、休業4日以上の死傷災害の2

割弱を転倒による災害が占めているが、多種多様

の業種か集まっている第三次産業では、労働災害

の発生態様は業種によってそれぞれ異なってい

るため、それに応じた対策が必要である。

口事業場規模別労働災害発生状況

労働者数が30 0 人未満の中小規模事業場にお

いて全労働災害の約9害JIが発生している。

また、労働者数100人から2 9 9人の規模と労働

者数犯人から4 9人の規模の事業場の災害発生率

をL仁川人以上の規模の事業場と比較すると、そ

れぞれ51音、 8倍となっており、事業場規模が小さ

くなるに従って労働災害の発生率が高くなって

いる。

ハ年齢別労働災害発生状況

休業4日以上の死傷災害の災害発生率を被災者

の年齢別にみると、 3 0歳台が最も低く、年齢が高

くなるに従って高くなっており、 5 0歳台では、 30

歳台に比べ約2倍となっている。また、 20 歳未満

の若年労働者でも災害発生率が高くなっている。

さらに、 5 0歳以上の状況をみると、労働者数は

全労働者数の3割弱であるにもかかわらず、休業

4日以上の死傷者数は全体の5割近くを占め、し

かも、その割合も増加する傾向にある。

ニ災害の種類別労働災害発生状況

労働災害を災害の種類別にみると、休業4日以

上の死傷災害では、墜落・転落、機械等によるはさ

まれ・巻き込まれが多い。また、死亡災害では、墜

落・転落災害、交通労働災害がそれぞれ全死亡災

害の3割弱を占めている。

(2)労働者の健康確保をめくる課題

イ職業性疾病の発生状況

じん肺については、いまだに新規有所見者が発

生しており、トンネル建設作業、アーク溶接作業

などのほか、窯業等の製造業についても、引き続

き、じん肺対策に取り組むことが必要である。ま

た、既にじん肺有所見となっている者について

も、じん肺の進行及び合併症を妨止するために適

切な健康管理が求められている。

腰痛については、広く様々な業種、作業におい

て、年間5千件以上発生している。また、 OA化は

ますます進展すると見込まれ、 VDT作業に伴う

健康影響が思念される。

口化学物質による健康障害の予防対策の必要

性

酸素欠乏症、硫化水素中毒、 酸化炭素中毒、有

機溶剤中毒等の急性府高は、死亡災害や重大災害

につながることが多く、発生件数も増減を繰り返

している。特に、ー酸化炭素中毒及乙有機溶剤中

毒は、建設業で多発している。また、化学物質に係

る法定特殊健康診断における有所見者数は、年間

約3万人に及んでいる。とれらのことから、関係事

業者に基本的措置の徹底を図る必要がある。

さらに、廃棄物処理業におけるダイオキシン

発生のように、人への健康影響が強く危慎され、

社会的に大きな問題となるものも出てきている。

これらの化学物質以外にも、現在5万種を超え

る化学物質が労働の現場で使用されており、しか
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も毎年多数の新規物質が職場に導入されている。

これらの中には、 2 ブロモプロパンのように、そ

の後の新たな知見によって有害性が判明したも

のもある。

このような現状の中で、職業がんを含めた化学

物質による健康障害を予防するには、まず、事業

者がその事業において取り扱う化学物質の有存

性等を正しく把握して、対策を講ずる必要があ

る。そして、事業者のとのような取組を促進する

ため、既存の有害性情報等の伝達の促進を図ると

ともに、有害性等が明らかになっていない化学物

質については、国際的動向に配慮しつつ、関係者

が協力して発がん性試験等の有害性調査を進め

ていく必要がある。

ハ健康の保持増進の必要性

最近の一般定期健康診断結果をみると、平成8

年では有所見となった者が3司%にも及んでおり、

その中で、脳血管疾患・虚血性心疾患などにつな

がる所見を有する者も増加している。

脳血管主主壱ーや虚血性JL疾患等の発症・進行には

生活習慣が深く係わっているが、日常業務を超え

た特に過重な業務に従事した場合、その作業に関

連して基礎疾患が急激に著しく増悪し、これらの

疾病が誘発されることもあり、それらの予防を重

視する観点から労働者の適切な健康管理や健康

保持増進の重要性が改めて指摘されてきている。

心の面では、仕事や職場生活で悩みやストレス

等を感じる労働者が5 7 %にも上っており、心の健

康を守ることが重要な課題となっている。

規模別でみると、小規模事業場では、大規模事

業場よりも相対的に労働者の高齢化が進んでい

ること等により、大規模事業場に比べて健康診断

の有所見率が高くなっているにもかかわらず、そ

れらの健康診断の実施率は低く、また、健康づく

りに対する取組も必ずしも十分とは言えない状

況にある。

(3)安全衛生管理をめぐる課題

イ新しい視点に立った安全衛生管理手法の必

要性

これまでに、事業場における安全衛生管理体制

や活動の在り方については、法令等の整備も進

み、一応の確立を見ており、長期的な労働災害の

減少もその成果と言える。

しかし、とれまでの安全衛生管理は、労働災害

が多発した時代を経験し、災害防止のためのノウ

ハウを蓄積した者により、その維持・向上が図ら

れてきたが、最近、とれらの者が退職等により異

動する場合に、この安全衛生管理のノウハウが、

事業場において十分に崩岬Lされず、事業場の安全

衛生水準が低下し、災害発生につながるのではな

いかということが危倶されている。

さらに、これまで無災害であった職場でも、「災

害の危険性がない安全な職場」であることを必ず

しも,意味するものではなく、労働災害の危険性が

内在していることから、この潜在的危険性を下げ

るための努力が求められている。

他方、安全衛生管理に関する十分な知識、ノウ

ハウを有する者が不足し、あるいは、そのような

人材を自ら確保することが困難な事業場も少な

くないことから、中小規模事業場で労働災害が多

発する原因の一つには、とうした問題があると考

えられる。

これらのことに対応するために新しい視点に

立った安全衛生管理手法が求められている。

口労使による自主的安全衛生の推進等の必要

性
労働災害を防止するためには、経営者が積極的

に安全衛生管理活動を展開するとともに、これに

応じて労働者一人一人が積極的に職場の安全衛

生管理に参画することが必要であり、そのような

場として安全衛生委員会が設けられているが、そ

の活動は必ずしも活発でない状況にある。

また、労働災害の減少を図るためには、直接労

働者を指揮し、まとめ役を務める職長等広生害 l防3

重要である。

(4)転換期の産業社会における安全衛生面の課

題

我が国産業社会は、転換期にあり、労働支全衛

生問題にも重大な影響を与えることが予想され

ることから、次の点に留意しつつ、対策を講じて

いく必要がある。

イ高年齢労働者等への配慮

21世紀初頭には、労働力人口の約5人に1人が

60歳以 kの高年齢者になると見込まれている。こ

うした中で、今後、社会を支える側にまわる高年

齢者が厄気に安心して働けるような条件を整え

る必要がある。

また、雇用における男女の均等な取扱いが進む

に従って、女性の就業はますます培加し、その就

業分野も拡大するものと見込まれる。

こうした状況にかんがみ、これまでの労働安全

衛生基準についても、今後、高年齢労働者等の増

加を念頭に置き、高年齢労働者等を含めたすべて

の労働者が安心して健康で働けるようにするこ

とが求められている。

口増大する精神的ストレス等への積極的対応

OA(オフィスオ トメーション)機器の導入に

よる事務処理に関する作業態様の変化やF A

(ファクトリーオートメーション)の導入による

作業の高度化と調整、保全作業の複雑化を始め、

労働環境が大きく変化していく中で労働者のス

トレスがますます増大していくことが懸念され、

積極的な対応が求められている。

ハ快適な職場環境の形成

技術革新等の急速な進展等により、職場におけ

る作業態様や労働環境が目まくるしく変化し、疲

労やストレスを感じている労働者が多く、また、

今後、高年齢者の培加、女性の就業分野の拡大、就

業形態の多様化が見込まれる中で、労働安全衛生

法等で定められた最低1基準を満たすのみならず、

すべての労働者にとって働きやすい快適な職場

環境の実現が必要である。

二新技術等への対応

新技術、新材料等は、生産性の向上や生活の利

便をもたらす反面、コンビュ タ制却による自動

生産システムや建設用ロボットを用いた大型建

造物の施工システム、超微粉取扱I一程等における

労働災害や有害性情報の乏しい化学物質による

健康障害などが懸念される。

ホ就業形態等の変化への対応

近年、パートタイム労働、派遣労働、アルバイト

等の形態で就業する労働者の比率は、全産業、全

企業規模で共通して増加している。平成B年には

19.8% に達しており、就業形態の多様化が進んで

いると考えられる。また、情報通信システムの発

達は、テレワーク等の新しい就業形態を実現しつ

つある。さらに、各企業では、下請・外注化、分社化

などのいわゆるアウトソ←シングが進んでいる。

特に、派遣労働については、派遣元事業主と派

遣先事業主のいずれの安全衛生も不徹底となっ

てしまう等の問題が懸念される。

とのような就業形態の多様化が安全衛生管理

に及ぼす影響及び問題点を把握し、必要な対策を

講ずる必要がある。

へ 規制緩和への対応

市場原理と自己責任原則の時代においても、労 

働者の安全と健康は、事業者の責任において確保

されることが前提であり、このための規制の必要

性は変わらない。しかし、経済社会の変化や技術

の発展に対応し、安全衛生水準の低下をもたらさ

ないよう留意しつつ、規制!の内容を見直し、適切

なものにしていく必要がある。

卜爵際動向への配慮

安全衛生対策を進めるに当たっては、経済のグ

ローパ凡化に伴い、国際的動向に配慮することが

必要である。

さらに、海外との問で人の往来も頻繁になって

きている。外国人労働崎、技能実習生は、今後も増

大していくと見られ、言葉の違い等に配慮、した安

全衛生の確保について適切な対応が求められて

いる。海外進出企業については、日本人労働者及

び現地労働者の安全衛生確保に配慮する必要が

ある。また、我が国の安全衛生分野のノウハウ、

経験等を開発途上国等へ移転することが求めら

れている。

5重点対象分野における

強働災害防止対策

(1)業種別労働災害防止対策
次に掲げる業種別対策等を重点的に推進する。

また、林業、港湾貨物運送事業その他の災害発生

率の高い業種についても積極的に対処していく。
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特集〆第I D l次労働災婁防止計画山μ

災害は、依然として後を絶たず、身体に障害が残

る場合も多いこと等から、これら機械の 層の安

全化を図るとともに、当該機械を使用する作業の

安全化を促進する。

さらに、クレーン等については、機体の転倒災

害、玉掛けに関する災害等が多発していることか

ら、とれら災害の防止対策の充実を凶る。

口交通労働災害防止対策

交通労働災害を防止するためには、事業者は、

労働者に単に交通規制の遵守を求めるだけでな

く、一般の労働災害防止対策と同様に、事業場に

おいて組織的に取り組むことが重要である。この

ような観点から定められた交通労働災害防止の

ためのガイドラインの徹底を図るとともに、事業

場における交通労働災害防止管理水準の向上の

ため、交通労働災害防止指導員による個別指導の

実施、事伊j研究会の実施、モデル事業場の育成等

の支援の充実を図る。

さらに、自動車運転業務に従事する者の労働時

間管理、健康管理と併せて携帯電話の安全な使用

対策の徹底を図るとともに、荷主等に対し、発注

条件の適正化の促進を図る。

ハ爆発・火災災害防止対策

化学プラントに係るセーフティアセスメン卜

の充実、非定常作業の安全衛生管理の充実、安全

衛生管理のノウハウの継承等を含む化学工業に

おける総合的な安全衛生管理の推進を図る。

また、廃棄物処理業等における爆発・火災災害

の防止対策の徹底を図る。

さらに、粉じん爆発防止対策の充実を凶る。

6 埠働者の健康確保対策

労働者の健康確保対策については、特に、産業

保健関連機関の機能の強化、ネットワークの形成

を凶りつつ、以下のような対策を推進する。

(1 )職業性疾病防止対策
粉じん障害の防止については、じん肺の発生を

防止するための工学的対策と健康管理対策につ

いて、長期的な観点に立ち総合的な対策を推進す

る。工学的対策として、プッシュフロル型換気装置

に係る基準の整備及びその普及並びにじん肺の

新規有所見者の発生が多いアーク溶接作業等に

おける作業環境の改善手法の確立を凶る。また、

製造業などの中小規模事業場を対象として、粉じ

ん障害の防止に関するモデル事業を実施すると

ともに、トンネル建設作業に従事する労働者の粉

じんへのばく露を低減するため、粉じん濃度の測

定手法、換気装置等の粉じん対策等について検討

し、その徹底を図る。

さらに、既にじん肺の所見を有する者に対して

は、適切な健康管理対策を講じるとともに健康管

理教育の実施を定着させる。

呼吸用保護具については、その生能をより一層

確保するため、買取り試験の実施体制を整備する。

腰痛予防対策については、関係者に対する労働

衛生教育の実施を推進する等により、腰痛予防対

策指針に基づく対策の定着を図る。

また、電離放射線による健康障害の防止につい

ては、国際放射線防護委員会(IC R P )の勧告等を踏

まえ、今後、対策の見直しを行い、その定着を図る。

騒音性難聴の予防対策については、最近の知見

を踏まえ、騒音障害防止のためのガイドラインの

見直し等による対策の充実を図る。さらに人 DT
作業における労働衛生対策を推進する。

(2)化学物質に係る健康障害予防対策

酸素欠乏症、硫化水素中毒、一酸化炭素中毒、有

機溶剤中毒等については、過去の災害事例を活用

し、対策の充実を図る。特に、建設業における一酸

化炭素中毒、有機溶剤中毒については、その防止

のためのガイドラインの周知を図る。

さらに、専門家による検討結果等に基づき、発

がん性、生殖毒性等の有合性が認められた物質に

係る職業がん等の健康障害防止対策を推進する。

このために、国は、作業環境測定手法、健康診断手

法等の調査研究を進める。

化学物質による健康障害を防止するため、事業

者は取り扱う化学物質の有害性を把握する必要

があり、その確実な実施を図る。

こうした事業者の取組を促進するため、化学物

質等の危険有害性等の表示に関する指針に基づ

安全センター情報 1998年 3月号 13

イ建設業対策

元方事業者を中心とした総合的な労働災害防

止対策の推進を図る。特に、中小地場総合工事業

者の専門工事業者に対する安全衛生管理につい

ての指導力を高めるため、新任現場代理人教育及

び新規入場者教育の支援等の総合的な施策を実

施する。

また、専門工事業者自身の安全衛生管理能力の

向kを図るための施策を推進する。

墜落・転落災害を減少させるため、不安全行動

防止のための対策手法の開発・普及、高所作業を

伴わない工法の開発・普及、高機能・簡易な安全帯

及び安全ネットの開発・普及、木造家屋等低層住

宅建築工事における足場先行工法の普及・定着な

どを推進する。

さらに、建設機械等による災害を減少させるた

め、接触防止のための検知装置の開発・普及等に

よる建設機械等の安全性の向上を図る。

このほか、上下水道、道路工事における土砂崩

壊や砂防・治山工事における土石流災害のような

特定の工事における特有の災害に対応するため、

工事の種類別に安全ガイドラインの策定・普及を

行うなどの安全対策も併せて進める。

また、粉じん障害の防止についての総合的な対

策を推進するとともに、 酸化炭素中毒、有機溶

剤中毒等の防止対策の徹底を図る。

これら労働災害防止対策の実施に当たっては、

発注機関の協力が不可欠であり、今後とも発注機

関に対して労働災害防止のための積極的な関与

を働きかけていく。

口陸上貨物運送事業対策

交通労働災害防止J;t策¢徹底を図るとともに、

荷役作業における墜落・転落災害や荷役機械によ

る災害等の防止対策を徹底するため、現場に対し

て、直接作業指示を行う事業場において、現場の

作業状況を的確に把握し、適切な指導を実施する

等の安全衛生活動の促進を図る。

また、複数の事業場が混在して作業を行うト

ラックタ ミナルにおける安全衛生管理活動の

促進を図る。

このほか、荷主等に対し、発注条件の適正化の

促進を図るとともに、荷の積卸し現場における安

全な作業環境の整備促進を図る。

ハ第三次産業対策

交通労働災害防止対策¢徹底を図るとともに、

安全衛生管理活動の充実を図るため、必要な安全

衛生対策について法令事項を含め総合的に取り

まとめたガイドラインを業種別に策定し、その徹

底を図る。

また、全国レベルでの業界団体の労働災害防止

活動を活性化するため、これらの業界団体に対す

る支援を行うとともに、当該業界団体が属する業

種を対象とした総合的な労働災害防止活動の促

進策について検討する。

さらに、地域レベルにおいて、とれらの業種に

係る事業者団体等との連絡協議の場を設ける等、

安全衛生活動じた促進及び安全衛生情報の周知を

図る。

このほか、第三次産業における安全衛生管理上

問題の多い事業場に対して、労働安全コンサルタ

ント、労働衛生コンサルタント等による安全衛生

診断を促進する。

(2) 特定災害防止対策
イ機械設備に係る労働災害防止対策

職場において使用される機械の種類は多岐に

わたるとともに、技?術革新等により新ししミ機械も

導入されているとと等から、すべての機械設備に

適用される包括的な安全基準の整備を図る。

機械設備は、故障や作業者の誤操作があっても

安全が確保されることが基本であり、そのため、

機械設備のフェールセ フ化、ブールプル←フ化

を積極的に推進する必要がある。特にフェール

セーフ化については、とれまでの技術的ノウハウ

の集積等を踏まえ、フェールセーフ化の技術指針

を策定することにより機械設備の本質安全化を

促進する。

機械設備を使用する事業者が、機械設備に係る

災害防止対策を的確に進めるには、その機械設備

の機能のみならず、危険情報についても機械設備

の製造者から正しく周知される必要があるとと

から、機械設備の危険情報の開示の促進を凶る。

また、プレス機械・木材加工用機械による労働
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三様相9附働災害防車細川川山川た川山山川山川m.
き、化学物質等安全デ←タシート (MSDS) の作

成・交付等の推進を図るとともに、その作成者等

に対する教育を実施する体制を整備する。

また、安全衛生情報センター(仮称)の活用等に

より、化学物質の有害性情報、災害事例、健康陣容

予防対策等必要な情報の提供体制の整備を図る。

その他、廃棄物処理業におけるダイオキシン類

へのばく露状況等の調査を行い、ばく露防止対策

を確立するための検討を行う等業種の特性に対

応した未規制の化学物質による疾病予防のため

の情報の整備及び対策の確立・推進を図る。

有害性が明らかになっていない化学物質につ

いては、日本バイオアッセイ量死先センター及乙安

全衛生情報センター(仮祢)と連携しつつ、発がん

性、変異原性等の有害性調査を実施し、その結果

に基づき関係事業者による適切な管理を推進す

る。

また、これら有害性調査を効果的に実施するた

め、日木バイオアッセイ研究センタ←等を含めた

有害性調査の実施体制を整備する。

(3)職場における着実な健康確保対策

労働者の心身の健康を確保し、職業性疾病や作

業関連氏患を予防するためには、事業場での適切

な産業保健活動の実施が不日J欠である。そのた

め、産業医、衛生管理者等の産業保健スタッフの

選任の徹底と専門性の向上を図るとともに、健康

診断の実施とその結果に基づく適切な就業上の

措置の徹底や産業医、衛生管理者による職場巡視

等の産業保健活動の活性化を関り、労働者の健康

確保を推進する。この際、小規模事業場について

も、小規模事業場産業保健活動支援l)j! i主事業をj舌

用する等により、健康確保対策の推進を図る。

また、産業医の勧告に基っく措置が適切に実行

できるようにするためにも、産業保健スタッフと

労務管理郎門や生産部門との連携の強化を図る D

さらに、産業医その他の産業保健関係者を支援

する産業保健推進センター、小規模事業場に対し

て産業保健サ←ビスを提供する地域産業保健セ

ンタ一、労災病院等のネットワーク化等による産

業保健サービス機能の充実・強化を推進する。併

せて、産業保健推進センターを計 i嗣的に整備し、

全国展開を図るとともに、多様な産業保健二一ス

に対応した地域産業保健センタ←の機能の強化

を図る。

また、作業関連疾患の予防に関する普及・平等発

を図る。

なお、これらの健脚在保対策の推進に当たって

は、健康情報がプライパシーに係る偶人情報であ

るととに留意し、その保護にイ分配慮する。

そのほか、平成9年4月から全面的に実施され

た週刊時間労働制を基盤として、労働時間の短

縮を進めるに当たり、特に労働者の心身両面にわ

たる健康を維持する観点から、連続休暇の普及拡

大等による年次有給休暇の取得促進を図るとと

もに、疲労やストレスの原凶となる長時間残業の

削減に努める。

(4) ストレスマネジメン卜対策

増大する精神的なストレスに対する対策とし

て、ホワイトカラーを始めとする様々な職種を対

象として、ストレスによる健康障害等の予防のた

めの総合的な調査研究を実fftilし、その成果の普及

を図る。特に、管理監督者に対する研修の充実、労

働者自身がストレスを適切にコントロールする

ことカ「ごきるような知識の付与等及びストレス

に係る相談体制の整備等により、事業場における

ストレスマネジメン卜の普及を図る。

(5)健康づくり対策

事業場における健康づくり対策は、事業場の規

模、経営基盤、事業者の意識等によって様々な段

階にあることから、その段階に応じた取量旺方策に

ついて検討を行う。

また、健康づくりに対する労働者の自主的な取

組を推進するため、現状把握及び要因分析等を踏

まえ、労働者の望ましい自主的健康管理のあり方

及びその具体的方策、労働者の自主的健康管理に

対する国及乙事業者の適切なサポート体制等に

ついての検討を行い、労働者の積極的な自主的健

康管理を推進する。

(6)快適な職場環境の形成

高年齢者の増加、女什ーの就業分野の拡大、就業

形態の多様化等に対し、すべての労働者にとって

働きやすい快適な職場環境の実現を図るため、作

業場の現状や労働者の意見の把握、快適職場推進

計画の樹立、当該計画の実施、実施結果の評価等

に基づ、いて、更なる快適化への取組を継続的かっ

組織的に行うための管珂手法及び管理状況の評

価手法を開発し、とれを普及する。

また、職場における喫陣対策のためのガイドラ

イン、快適職場形成のための業種別対策の周知と

ともに、高年齢者、女性等に配慮した快適化の措

置等に関する情報の提供を図る。

7 安全衛均一J

(1)中小規模事業場対策
中小規模事業場については、労働災害防止措置

の履行確保を図るとともに、その自主的安全衛生

活動を促進するため、これらの事業場に対して、

労働災害防止団体の活動の浸透を図り、併せて、

労働保険事務組合、中小企業団宇等を通じて広く

安全衛生情報の周知を図る。

また、親企業が中心となった構内、構外の協力

事業場を含めた総合的な安全衛生管理活動の一

層の推進を図る。

中小企業集団については、継続的、効果的な安

全衛生活動が実施されるよう支援するとともに、

個別の中小規模事業場については、自主的安全衛

生活動を促進するための安全衛生診断事業及び

職場環境を改善するための融資制度の活用を推

進する。

このほか、中小規模事業場の安全絹生活動を総

合的に支援する体制を整備する。

(2)安全衛生管理手法の充実・強化

経営肯脳者の安全衛生に関する方針1::基づく

指導・指揮の下、安全衛生に関する年間計画の作

成、安全衛生管理体制の整備、生産ライン各級の

管理監督者の安全衛生に関する権限と責任の明

確化等生産活動と一体となった安全衛生管理活

動を推進するとともに、機械設備の導入、建設工

事等の計画段階における安全衛生に係る有資格

者の参画の推進等により事前評価の充実等を阿

る。

また、安全衛生管理のノウハウの継承の実態、

好事例などの抱握を行い、安全衛生管理のノウハ

ウの継承を図るためのガイドラインを策定する。

災害発生の潜在的危険性を減少させ、事業場の

安全衛生水準を向上させるために、「計画実施

評価一改善Jという一連のプロセスを明確化し

た連続的、継続的な安全衛生管理が必要であり、

これが的確に行われるための新たな安全衛生管

理手法については、労使の十分な検討を踏まえ、

その導入を図る。

さらに、安全衛生管瑚は、事業者の責任におい

て実施されるべきものではあるが:事業場等の中

には、とれを十分に果たし得る体制にないところ

もあることから、こうした事業場については、労

働安全コンサルタン卜、労働衛生コンサルタント

の活用を促進するとともに、労使による災害防止

活動を推進するという観点から、労災防止指導員

の一層の活用を図る。その他安全衛生管理につい

てのノウハウや実績を有する事業場外の組織を

活用し、各種安全衛生対策を総合的に進めるため

の仕組みについて検討し、その導入を図る。

(3) 労使による自主的な安全衛生活動の推進

労使による活発な安全衛生委員会の活動を支

援するため、具体的な運営)jj去、調査審議の進め

)j等に関する検討を行い、これを踏まえた安全衛

生委員会の活動に資するためのガイドラインを

策定する。

また、一定の技能と経験を有し、担当する現場

の安全成績が良好な職長等を安全優良労働者と

して顕彰するなどにより、その社会的評価を向上

させ、職長等の安全管理に対するインセンティブ

を高めるとともに、企業内の安全衛生の中核とし

ての活動の促進を［9Jる。

さらに、危険予知活動等を普及促進するととに

より、安全衛生活動の活性化を図る。

(4)人的慕擦の充実等

労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタ

ント、作業環境測定土、衛生管理者等の有資格者

の増加は、直接的な労働災害防止はもとより、広

く安全衛生に関する知識の普及や、安全衛生水準

の向上に寄与するととから、就業分野の拡大が予

14 安全センタ 情報 1998 年 3月号 安全センタ情報19ge年 3月号 15



相集lIfj第~次労働災害防~設面三民主--民沼山ぷ白川目立与川民主山田

想、される女性も含め、その取得の促進を図る。

就業制限業務に係る免許等の取得は、技能者の

育成という効果もあり、そのための実技教習や技

能講習の実施を促進する。

また、新規採用時から始めて節目節目の教育、

特別教育、職長教育、各安全衛生スタッフの能力

向上教育の実施を促進する。

さらに、シミュレーショニ等の新しい教育技法

のj舌用を図るとともに、安全衛生教育指導者の資

質向上のための養成機関の高度化及び各地の安

全衛生教育サービス機関の充実・強化を図る。

安全衛生意識の高い労働者を育てるためには、

就業前の教育が効果的と考えられることから、学

校段階から労働安全衛生に関する教育、啓発を充

実する。

そのほか、労働災害を防止するためには、労働

者の家族も含め、広く国民一般の理解が必要であ

り、あらゆる機会を通じて労働災害防止の重要性

を訴え、協力を求めていく。

(5)高年齢労働者の労働災害防止対策

労働者の高齢化に伴う労働災害の増加要因に

対応するため、高年齢労働者と若年労働者が混在

して働く職場における労働災需防止のためのガ

イドラインを策定し、その徹底を図るとともに、

職場における機械設備、作業環境及び作業方法の

改善を行う中小企業等に支援を行う。

また、高年齢労働者が転職等に当たって、必要

な安全衛生上の知識と技能を十分に習得できる

ようにするため、その資格取得等の支援を行う。

さらに、職場の高齢北に対応した安全衛生基準

の見直しに関する調査研究を行う。

(6)外国人労働者対策
外国人労働者の雇用、労働条件に関する指針に

基っき、外国人労働者に対する雇入れ時の安全衛

生教育等の実施の徹底を図るとともに、労働安全

コンサルタン卜、労働府生コンサルタント等によ

る外国人労働者雇用事業場の安全衛生診断を促

進する。また、外国人労働者の技能講習受講の機

会の拡大を図るとともに、国際安全衛生センター

(仮称)における外国語による各種安全衛生情報

の提供等に努める。

lr8 安錯生行政の展開 1
(1)新たな行政展開

イ情報提供体制の整備

労働災害を防止するためには、事業者、労働者

が過去の具体的な災害事例とともに、その事業場

での作業に係る危険性をイ分に把握しておくこ

とが基本であり、特に、事業場において、低験のな

い新しい技術、機械、化学物質等を導入する際に

は、関連情報を入手し、これに基っき、事業場の労

使が十分に協議して対処していくことが望まれ

る。また、設計者、製造者、輸入者等がそれぞれの

立場で労働災害の発生の防止に努めるためにも、

関係情報が手軽に入手できるととが望ましい。こ

れを支援するため固においても、安全衛生情報セ

ンター(仮称)等を通じて、必要な情報の収集、加

工、提供を行う。

また、労働災害防止の経験・ノウハウの情報を

提供することにより、広く国民全般の安全に貢献

していく。

口調査研究体制の整備

最近の労働災害は、機械の大型化・高度化、新し

い技術・材料の導入等により、災害発生要閃等の

調査にも高度の専門性が要求される場合が少な

くないことから、産業安全研究所、産業医学総合

研究所等の研究機関の調査研究を 層充実する

とともに、災害調査等に際しては、研究機関等と

一体となった実施を図る。

とうしたととを実現させるために、関係機関、

団体を含めた情報ネットワークの強化を図って

いく。

産業安全研究所及び産業医学総合研究所にお

いては、課題が多岐にわたり、かつ、産業技術の発

展等に伴い変化するものであることから、他分野

の専門家との緊密な連携の下に研究を推進する

ために、外部の専門家等の意見も聴きながら、今

後の研究の方向、研究推進の戦略、研究環境の整

備等について検討する。また、労働現場で生じて

いる問題を的確に捉え、労働現場に適合した対策

を策定するため、事業場等の第一線で活躍してい

る産業医、労働安全コンサルタント、労働衛生コ

ンサルタント等との情報交換を密にし、労働現場

のニーズに対応した研究を推進する。

ハ行政体制の整備等

産業構造・就業形態の変化等、産業社会の変化

に対応して、関係法令の整備・充実を図る。

労働災害の発生率が高い業種に属する事業場、

重篤な織業性疾病が発生するおそれのある事業

場等に対する労働災害防止のための監督指導、集

団指導等を実施する一方、適切な指導援助の実施

にも努める。また、行政目的を達成するため、監管

指導、集団指導の実施体制の充実を図るととも

に、技術の進歩等に的確に対応するための職員の

研修を充実することにより、効果的・効率的な執

行体制の整備を図る。

ニ労働災害防止団体等の活動の強化

各労働災害防止団体等のj舌動の強化を凶り、当

該団体等を通じて、事業者の白主的労働災害防止

活動を促進するとともに、労働災害防止に必要な

施策の調査研究を一層充実させる。

ホ国民安全への貢献

労働災害防止で培った機械設備等に係るハー

ド文様から管理・教育といった、ノフト対策までの

経験、組織は、産業設備の保安や公衆安全、家庭内

の安全などにも広く適用できるものであるとと

から、とれらの分野に対しても積極的に貢献して

いくこととする。

(2)調査研究の推進

最近の労働災害の発生状況をみると、第三次産

業における労働災害の割合が増加するなど、製造

業、建設業等を中心とした従来の労働災害分析手

法では、実態を十分に捉えきれないととろがある

ことから、今後、分析手法の研究を進める。

また、災害の中には労働者の不安全行動による

ものが少なくないととから、高年齢者を始めとし

て作業行動に起因する災害の防止技術の研究開

発を進める。

自動生産システム・自動施工システム等の新技

術、超微粉などの新材料に係る安全制御技術・危

険性評価技術などの研究開発を推進するほか、

F P D (フラット・パネル・ディスプレイ)を用いた

コンビュータやワープロ等の作業における

ヒューマンファクタ一、溶接作業における有害因

子複合ばく露を防止するための工学的対策、化学

物質のリスク評価及び管理技術等に関する技術

的研究を行う。

さらに、労働災害防止について、効果的効率的

な対策を講じていくためには、安全衛生対策と生

産性等の関連等、経済的側面からも評価していく

必要があることから、この点に着自した評価手法

に関する研究を進める。

そのほか、今後、就業形態の多様化が進み、労働

市場の流動生が高まるとともに、企業そのものも

分社化等のアウトソーシングが進行していくと

予想される中での安全衛生管理の在り方等につ

いて、調査・検討を行う。

また、最近では、犯罪に巻き込まれ被災する事

例も見られており、それに対する対応も検討して

いく。

(3) 国際的な視点に立った行政展開

我が国の安全衛生基準について、必要に応じて

国際基準に配慮するとともに、国際基準。コ作成に

は積極的に参画し、我が国のノウハウを提案して

いく。

また、海外進出企業で働く日本人労働者と現地

労働者の安全衛生を確保するため、労働安全コン

サルタント、労働衛生コンサルタント等の安全衛

生専門家の派遣及び海外巡回健康相談の実施を

推進するとともに、国際安全衛生センター(仮称)

における事業を積極的に展開することにより、安

全衛生分野における開発途上国等に対す町T司

る技術協力を積極的に推進する。 以1.I.:.l

【5頁から続く】アジアをはじめとした多国籍

企業の進出先での産業災害の多発と多国籍業に

おけるダブル・スタンダード問題が指摘されるな

かで、直接の子会社だけでなくいわゆる「下請j企

業も含めた日本企業の海外進出先における日本

国内と同様の労働安全衛生の確保に労働行政も

重大な関心を払うべきであり、具体的な阿T市

施策が菜まれる。 組1.I.:.l
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職業性時職器疾患対講の
世界戦略を討議
第9田国際職業性呼職器罪集患学締金議
古谷杉郎
全国安全センタ事務局長

Thailand ILOjFINNID A,"As ian-Pacitic Newsletler on Occupational Health a円dSafety",Vol,4. No.2

刷肺」から「麟榔吸器疾患」

昨(1997)年10月 13~16 日の4 日問、京都宝ケ

池の国立国際会議場において、「第9回国際職業性

呼吸器疾患学術会議」が開催された(表紙写真)。

これは、国際労働機関(IL Q ) 、日本組織委員会(委
員長・千代谷慶三珪肺労災病院院長、連合日経

連会長を含む2 5名で構成)、中央労働災害防止協

会の主催、労働省の協力・後媛によるもので、 4 6か

国・地域から1 . 300名近い専門家、政労使関係者等

が参加した。

との会議は、 I L Oと開催国との共催により、

1 9 3 0年に南アフリカ・ヨハネスフルグで「第1回

国際けい肺会議Jとして開催されて以来、 1 9 5 0年

の第5固からは「匡|際じん肺会議」 、 1992年の第8

回(チェコスロパキア)ではf国際職業性肺疾患会

議」と改称しながら、その取り上げる領域を拡大

してきた。今回からは「国際職業性呼吸器疾患(学

術)会議Jとなり、けい肺だけでなく有機粉じんや

石綿、人造線維状物質あるいは肺がんやぜん息、

アレルギー性肺疾患等々、「職業性呼吸器疾患」を

幅広く取り上げることとなった。

このように名称が変わってきていても、会議の

英語名称はfThe Ninth International Conference

on Occupational Respiratory Diseasese Jで、日

本語名称の「学術」に当たる言葉はない。政労使が

平等な立場で参加することが原則であるとと、た

んなる学術会議ではなく「職業代呼吸器疾患対策

の世界戦略」が討議されなければならないという

第9回国際職業性呼吸器疾患学術会議

【基調講演】

①「じん肺予防とけい肺根絶の現状と今後楽観と悲観j
Gregory R W a g n e r博士(アメリカ国立労働安全衛生研究所( N I O S H ) )

②「じん肺予防におけるヘルスサーベイランスの役割」
Fengsheng H e教授(中国予防医学院)

③「吸入粒子状物質に対する肺と胸膜の反応ー病理学・生物学的側面」
Allen R Gitヲbs博士(イギリスLla n d o u g h病院)

④「職業性呼吸器疾患の画像診断における進歩」

Anthony V. Proto博士(アメリカ・パ←ジニア医科大学)

⑤「職業性呼吸器疾患における免疫・アレルギー学」

Leonardo M. Fabbri教授(イタリア・フエラーラ大学)

⑥『作業環境管理により職業性呼吸器疾患の発生は減少するか?日本の経験J

沼野雄志博士(労働安全衛生コンサルタント)

⑦「職業性呼吸器疾患の予防に関する教育訓練の役部J

Reg Green 氏(国際化学エネルギー労連(IC E M )労働安全衛生環境担当)

【ワーキンググルプ］

①「じん肺エックス線写真のI L O国際分類」

②「けい肺根絶のための世界戦略j

③「職業性呼吸器アレルギ- J

④「繊維状物質の生体影響」

⑤「職業性呼吸器疾患と肺がんの関係」

ことが、 I L Oの公式な会議であるとの会議の眼目

である。その立場からいえば、あえて今回だけ、日

本語の正式名称を「学術会議」としたことは、 般
の労使関係者の参加を促進するうえでマイナス

であったと批判されてもしかたないだろう。

アジアで初め叩催

いずれにしろ、アフリカ、ヨーロッパ、オセアニ

ア、南北アメリカではすでに開催されており、ア

ジアでの開催は今回が初めてということになる。

1995年4月に、 IIρハNHO労働衛生合同委員会に

より、別掲(23頁参照)で紹介するような「けい肺

根絶のためのIlρハNHO合同国際計爾」が策定さ

れている。との計画では、 f2015年までに労働衛

生問題としてのけい肺を根絶するJとしている。

そのためにも、今世紀末にはじん肺の累積被災

者数が6 0万名とも8 0万名にもなると言われてい

る中国 (1・2月号2 4頁参照)をはじめ、アジアでの

対策を促進することがきわめて重要になってく

る。ILOjFINNIDAが発行しているfAsian-

Pacific Newsletler on Occupational Health and

Safety Jの第4巻第2号( 19 9 7年7月)は、今回の会

議に向けて「鉱物粉じんとけい肺の予防jという

特集を組み、「けい肺根絶のためのI L Oパ叫1 0国

際計画jを紹介した23頁掲載の記事のほか、タイ、

ベトナム、シンガポール、中国における状況と取

り組み、 1 9 9 7年6月19-21日に開催された「けい

肺予防・管理戦略に関する上海シンポジウム」の

レポートを紹介している(台湾、香港の状況につ

18 安全センタ 情報1998年3月号 安全センター情報1 9 9 8年3月号 19
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いては本誌 1996 年1・2月号等でも紹介してい

る)。国際職業性呼吸器疾患会議がこの時期にア

ジアで開催されたということの意義は大きい。

目じん問一一世界柵

今回の会議では、最初の基調講演①に、アメリ

カの国立労働安全衛生研究所(NIOSH)の

Gregory R. W a g n e r博士による「じん柿予防とけ

い肺根絶の現状と今後楽観と悲観jをもってき

て、これを受けてワーキンググループ。②「けい肺

根絶のための世界戦略Jが設けられた。

W a g n e r博士は、アメリ力、イギリス、ドイツ、フ

ランス等では減少安定させ、フィンランド、ス

イス、スウェーデンでは年間新規登録件数を1桁

台(日本ではいまだに年間4桁を超えている)に

まで抑えることに成功していることなども紹介

しながら、「けい肺(じん肺)は根絶できる」と強調

した。同時に、いったん根絶すれば完了というこ

とにはならず、継続的努力を怠ればすぐに増加す

る。だから、 eradicationではなく eliminationなの

だと力説された(この意味では「根絶」という訳語

もふさわしくないかもしれない) Jこの会議は、

後年歴史的な会議であったと言われるだろう」と

した博士の言葉の力強さが印象的だった。

基調講:東zlの中国予防医学院のFe ngs he ngH e

教授による「じん肺予防におけるヘルスサーベイ

ランスの役割Jも世界戦略と関連している。 H e教

授は、メデイカルスクリーニング(検診)は、個人

の異常や病気を早期発見・早期診断することで、

これだけでは病気を減少させることにはならな

い。様々な情報を収集・分析して度合いや趨勢、リ

スク因子等を明らかにし、標的をしぼった予防対

策の確立と介入、さらにその有効性を評価するた

めのものとして、ヘルスサーベイランスの重要性

を指摘した。

基調講演⑥では沼野雄志博士(労働安全衛生コ

ンサルタント)による「作業環境管理により職業

性呼吸器疾患の発生は減少するかっ 日本の経

験」、基調講演⑦として国際化学エネルギー労連

(ICEM) の労働安全衛生環境担当のR e g G r een

20 安全センタ情報 1998年 3～号

氏による「職業性呼吸器疾患の予防に関する教育

訓練の役割」が発表され、「情報」分科会で日本の

労働組合として唯一、じん肺審議会健康管理部会

の労働者側委員3名(熊谷謙一・連合労働対策局次

長、田上輝正・セラミックス労連書記長、唐津満・

非鉄連合副委員長)による「じん肺症の予防に関

する有効な教育と情報 日本の労働者の経験jが

発表されている (24頁参照),

目けい酸川と脚んは関係あり

既報(1997年8月号)のとおり、国際がん研究機

関( l A R C )が「労働によって吸入された結品質シ

リカはヒ卜に対して発がん性を有する」と決定

(グループ1に分類)したことは、当然のことなが

ら今回の会議の最もホットな話題となった。

「けい酸と肺がん」という特別のミニ・シンポジ

ウムが設けられたが、ことで、カナダ・アルバータ

大学のTee Guidotti教授が「けい酸・けい肺・肺が

ん疫学的関連性の発展」と題してこの問題の摩

史的経緯を、また、アメリカ公衆衛生研究所の

David F. Goldsmith博士が、 IARCの決定の根拠

と今後の課題についてまとまった発表を行った。

Goldsmith博士は、疫学研究と動物実験の各々

について、証拠十分 (sufficient) 、証拠あり

Oimited) 、証拠不十分(inadequate) 、発がん性な

し(evidence suggesting lack of carcinogenicity)

に分類し、グループ1に分類するためには疫学研

究で証拠十分でなければならず、 I A R Cの疫学パ

ネルでは全員の意見が一致していたと報告。ミ

ニ・シンポジウムでの他の報告津田敏秀(岡山

大学)r岡山県南地域におけるけい酸・けい肺・肺

がんの疫学的調査」、高木巌(瀬戸保健U所)r陶器製

造業と肺がんのリスクー愛知県瀬戸市における

ケース・コントロール調査J、中川秀昭(金沢大学)

「出稼労働者［富山］にみられる粉じん望書露と全死

因および肺がんによる死亡率」、海老原勇(労働科

学研究所)r小規模銅山［他］の労働者にみられる

肺がんおよび、免疫疾患」 も、さらに新たな証拠

を積み重ねるものであった。

会場からは、アメリカの全国産業用砂利業協会

の Robert Glenn 会長が「まだI A R Cの決定に対

しては納得していなしミ」と表明、少数の否定的な

証拠があること(喫煙やアスベストの発がん性に

ついても事情は同じである)などをあげた異論と

それに対する反論が展開され、議論はワーキング

グループ⑤「職業性呼吸器疾患と肺がんの関係」

にも引き継がれたが、以RCの決定に対する合理

的な理由や具体的な証拠は提出されなかった。

ミニ・シンポジウムでのGuidotti教授の、最初

の報告がなされてから公認されるまでに、喫煙の

肺がん性に関してもシリカ曝露と肺がんとの関

係もともに14年間かかった。「常識と異なる見解」

が確立するのにこの程度の時間がかかるという

ことを科学史が示しているという発言が、との問

題の本質をついているようにj思える。

fA'"川今後の重要課題

もうひとつのホットな話題は「アスベスト」で

あった。ワーキンググループとしては⑤「職業性

呼吸器疾患と肺がんの関係」以外に④「繊維状物

質の生体影響」でも取り上げられたほか、様々な

分科会で多数の報告が行われている。

第1に、じん肺(けい肺)は根絶できるとした世

界戦略との兼ね合いで、それとは対照的に、石綿

柿 (asbestosis) 、肺がん、中皮麓 (mesothelioma)

等のアスベスト関連疾患の被災労働者が、少なく
とも今後30～40年は引き続き多数発生(増加)す

ると認識されていることである。他の人造繊維状

物質の問題も今後の重要な課題である。統計には

含まれてこない多くの患者が潜在しているのに、

問題の重要性はまだ過小評価され、予防にも補償

にも努力しない国もあると指摘された。

後述のへルシンキ・クライテリアでは冒頭に、

産業化した国では、約20～40% の成人男性に何

らかのアスベスト曝露を伴う職業歴がある。酋

ヨ ロッパ、北アメリ力、日本、オーストラリアで

は 19 70年代にアスベスト使用のピークを迎え、

現在、およそ8億人の曝露集団の中から毎年約1

万人の中皮腫および2万人の肺がん患者が発生

していると推定されている、と述べている。

第2に、そのような状況の中で、 1997年1月2日

22 日にフィンランド・ヘルシンキにおいて、 8か

国19名の研究者による会議がもたれ(全員がア

スベスト非産出国から、日本からは大久保利晃・

産業医科大学教授と日下幸則・福井医科大学教授

が出席)、「アスベストによる健康障害の診断・へ

ルシンキクライテリア」と名付けられた文書が作

成されているととである。

今回の会議では、「石綿1診断およびサーベイ

ランス」分科会で、フィンランド国立産業医学研

究所所長の］orma Rantanen教授がこのへルシ

ンキ・クライテリアの内容を紹介したが、今後こ

れはアスベスト関連疾患の診断に関する言わば

「国際標準Jとして扱われるものと予想される。へ

ルシンキ・クライテリアの内容は、 Scandinavian

10umal of Work and Environmental Healthの
第 23巻第4号に紹介されているが、早く邦訳が紹

介されるととがのぞまれる。

第3に、現在使用されている主なアスベストで

ある「クリソタイル(白石綿)をめく、る論争」であ

る( 19 9 6年5月号「インターナショナル・クリソタ

イル・アスベスト・スキャンダルJ等参照) 。

今回の会議では、唯一と言ってよいが、イギリ

スのKevinBrowne 博士(労働医学コンサルタン

ト)が「クリソタイル危険の限界値」と題した発

表で、「クリソタイルと中皮腫」の関係を否定する

カナダケベックのアスベスト鉱山労働者のコ

ホー卜f1 } B l :等をあげ、クリソタイルの使用制限を

見直すべきだと主張した。特徴的なことは、同調

者が前述のI A R Cのシリカの発がん性に関する

決定に対して異論を唱えるグ凡ープと重なる顔

ぶれであること、全体の流れのなかでは少数派に

とどまっていることである。議論の主な動向とし

ては、クリソタイル¢低濃度曝露と中皮臆や中皮

震の発生機序等に関する研究等であった。

なお、日本での研究の進展を示すものとして、

岸本卓巳(岡山労災病院)r岡山県の建設労働者に

おけるアスベスト性胸膜疾患または肺疾患の発

病率j、久永直巳(産業医学総合研究所)r日本の建

設労働者にみられる胸部X線写真の胸膜プラー

クと不整形陰影」、車谷典男(奈良県立医科大学)
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「日本の造船所において石綿に曝露された労働者

に関する歴史的コホート死亡率調査」、名取雄司

(横須賀中央診療所)i造船所の作業、アスベスト
関連の病理学的所見および剖l検紳における石綿

小体の関係」等が発表された。

目叫ん悶写真国際伽改定

職業性呼吸器疾患の診断の面では、前述のアス

ベスト関連疾患に関するヘルシンキ・クライテリ
アの他にも、基調講演③でイギリスのLlanctough
病院のAllen R. Gibbs博士による「吸入粒子状
物質に対する肺と胸膜の反応病理学・生物学的
側面」、基調講演④でアメリカのパージニア医科

大学のAnthony V. Proto博士による「職業性呼
吸器疾患の画像診断における進歩」が充表されて

いる。
また、ワーキンググループ。①「じん肺エックス

線写真のI L O国際分類」が設けられ、これには
200名近い参加者があった。 I L Oのじん肺エック

ス線写真国際分類の 1980 年版(それ以前に 19

5 0 、1 958 、1968年版がある)の原版が耐用限度に

きているとともあってI L Oで改定作業が進めら

れているところであり、国際会議に先立つ 10月
11-12日には、アメリカ放射線学会(AC R ) と日本
組織委員会の主催による iACRシャウカステン

セミナー」も定員をこす約130名の参加で行われ

ている。これもホットな話題である。

11ρでの今回の改定作業における課題として、

4分割写真の導入と胸膜分類の改良があげられて

いる。 4分害。写真の妥当性については、アメリカ

NIOSHが中心となって 11か国による大規模な
研究が3年にわたって行われた結果、フルサイス

(大角)写真に比べ若干の読みすぎがあるが、その
程度は小さく、個々の読影者の個人内変動 (intra-

reader's variation)の範囲にとどまっているとい
う。国際会議のワーキンググJLープの翌日にも非

公開会議で検討が進められたが完了せず、今年春

にワシントンで会議をもっととになっていると

のことである。

日本では、 I L O国際分類によらずに独自の「標

準エックス線写真フィルム」を用いているが、「じ

ん肺診査ハンドブック」および合併症の取り扱い

等と合わせて、この見直し作業が進められている

ととは既報のとおりである(19 9 7年5月号13頁

参照)。

I L Oにおける改定が、日本での見直し作業にも
影響を与えることは間違いない。

目職業開器ア山一

国際会議の名称がけい肺、じん肺から職業性呼

吸器疾患へと拡大した背景には、いわゆる職業性

アレルギーの重大さが増したためと言われてい

る。基調講演⑤ではイタリア・フェラ←ラ大学の
Leonardo M. Fabbri教授による「職業性呼吸器

疾患における免疫・アレルギー学」が発表され、

ワーキンググループ③「職業性呼吸器アレル
ギーjが設けられた。

作業環境のなかで、多く¢物質が上気道の刺激
症状を起こし、ときには呼吸困難を引き起こす。

原因物質のほとんどが判明しており、イソシアン
酸や他の化学物質、有機物質があげられる。この

疾患は「職業性ぜん息」と呼ばれることが多いが、

ワーキンググループでは、すべてが古典的なぜん
息と同じでなく、病理学的反応、 Tリンパ球機能

も多様であること等から「職業性呼吸器過敏症」

が提案された、とのこと。
職場での取り組みも弱い分野であり、注目して

歴史的な会議」を榊すこと

いきたい。

Ir
簡単に紹介してきたが、非常に重要な内容が盛

りだくさんであり、議事録 (proceedings)の発行

が待たれる(邦訳されることものぞみたい)。
今回の会議には国内からたくさんの参加者が

あった。とりわけ多数の参加があった行政関係者
および産業医の方々においては、この「歴史的な

会議」の意義をきちんと認識し、今後の取り組み

に活か山ミくことを切に期待出

2015年まで記けい輔嘩醜鰭
けい臨調主絶のためのI L O /明哩1 0国際討画

イーゴリ・A . フェドトフ 
国曙労働槽聞 (ILO)

@けい肺問題の概要

けい肺はよく知られた繊維生の肺の病気です。
職業病としてのけい肺の起源は、遠い昔ヒポクラ

テスの時代に認識されています。それ以来、けい
肺予紡のためのあらゆる努力にもかかわらず、多

くの国ではとの危険な粉じん作業に従事する何

十万人もの坑夫や何百万人もの一般労働者がと

の古代からの病気に冒されています。けい肺は身
体的障害の原凶となる可能性があるととから、現

在も引き続き世界の最も重要な労働衛生問題の

ひとつとされています。

・必要な行動

現在では、この予防可能な病気と闘うため、あ

らゆる手だてを利用することが可能となってい

ます。したがって、全世界のどの地域であろうと、

いまだにけい肺の発生を許しているとしたら弁

解の余地はありません。現在はまだ残念ながら効
果的なこれという特定のけい肺の治療法は存在

しません。労働者の健康を守るための唯 の手段

は、シリカを含有する粉じんへのばく露をコント

ロールすることです。けい肺根絶の目的を達成す
るには、労働者の健康にかかわるすべての人々の

協調した行動が求められています。

国レベルでは、法律や規制の整備、職業粉じん
ぱく露限度 (OEL)と一定の技術基準を守らせる

こと、政府の助言サ←ビス、効果的な点検、系統

だった報告システム、国の行動計i酬などが、けい

肺との闘いに求められる健全な社会基盤に必要

な要素となります。

企業レベルでは、粉じんを抑制するための適切

な技術的・工学的方法の適用、前もって決められ

たO E Lと技術的基準の遵守、予防手段の効果を

評価するための仕事環境の監視、初期のけい肺の

進行を発見するための労働者のヘルスサーベイ

ランス、個人用の予防機器の使用(暫定的手段と
して)、そして健康に関する教育と研修、などが絶
対に必要な要素です。使用者と労働者の協力が成

功のための前提条件となります。
@職業粉じんぱく露限度 (OEL)

現実の労働条件のなかで、空気中に浮遊する粉
じんの濃度は、平均値を中心にしてかなり大きく

変動します。世界保健機関 (WHO)研究グJLープ
(1 986)は、空気中の遊離結晶シリカと炭鉱粉じ
んの健康のための粉じんぱく露限度を、呼吸区域

で採取した呼吸可能な険体の時間加重平均濃度

(8時間交替勤務、週4 0時間労働、 3 5年勤続)とし
て勧告しました。遊離結晶シリカについての暫定

的勧告値は40μ g!m3で、呼吸可能な混合粉じん部

分の7%以下(容積)の遊離結晶シリカを含有する

炭鉱粉じんについては、暫定的勧告値は0.5から
4.0μ g! m3の範聞となっています。 0.5 μg! m3以上 
の限度については、当該の炭鉱粉じんが比較的害

がないということが疫学的に十分に証明される

場合にのみ適用されます。呼吸可能な混合粉じん

のなかで遊離結品シリカの含有量カ1 7 %以上の炭

鉱粉じんについては、上記の限度、すなわち 40μ
g! m3が適用されます。

時間主lL重平均値を中心にしてどの程度までの
濃度変化カt許容範囲かを確かめるためには、さら

なる研究が必要です。最近の研究成果が、現在

I L Oが準備している第9悶国際職業性呼吸器疾

患学術会議(19 9 7年1 0月13-16日、日本の京都で
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開催)で報告されるととになっています。

• IL O/WHO国際計画

ここ数年来、 I L OとWHOはけい肺の予防に隠

して特~rJな注意を払ってきましたG この分野で幅

広い国際協力を推進するために、けい肺根絶のた

めのI凶川HO合同計画が、 I L O爪I H O労働衛生

合同委員会(1995年4月)によって提案されまし

た。この計画の目的は、各国に幅広い国際協力の

枠組みを提供し、世界の労働衛生の問題としての

けい柿を根絶することに寄与することです。

この計画を策定することによって、 ILOと

羽居Oは加盟国に向けて幅広い国際協力のため

の方針展望をつくりあげたことになります。国際

協力は先進工業国と発展途上国の聞の真のパー

トナーシッブに基づいたものとなるべきです。け

い肺根絶という共通目的を達成するため、技術的

情報と専門知識の交換を促進するためにあらゆ

る努力がなされる必要があります。

IL O / W H O箇際計画の当面の目標は、各国の

「けい締根絶のための国家計調」の作成を促進し、

2 00 5年までにけい肺の発生率を大幅に減少させ

ることです。

IL O/WHO国際計画の発展目標は、世界からの

けい肺の根絶のための幅広い国際協力を確立す

ることと、 2015 年までに労働衛生問題としての

けい肺を根絶することです。

IL O/WHO国際計画の主要行動手段は、以下の

ようなものになるでしょう。

1 先進工業国、発展途上国、国際機関の問の現

在行われている有効な協力を促進すること。

2 国の実行計画をともなうけい肺根絶のため

の国家計画の作成を促進すること。

3 現在開発中のけい肺根絶のための国家計画

と国の実行計画のモデル(青写真)の提供する

というかたちで技術的支援を提供すること、お

よび、各国がそれぞれの国家計画の実行計画の

策定にあたっての支援をすること。

多くの障害にもかかわらず、けい肺の根絶とい

う考えは技術的には実現可能です。スイス、フィ

ンランド、スウェーデン、オーストラリア、ドイツ

などいくつかの国で取得した前向きの経験は、粉

じんを抑制する適切な技術と方法を利用するこ

とによって、けい肺¢発生を大幅にj成少させるこ

とは可能だということを示しています。この技術

と方法を利用することは有効であり、かつ経済的

に可能であることが証明されています。このI L O j

WHO国際計画の枠組みのなかで提供された援助

は、各国のけい肺予防の能力を向上させることに

貢献するでしょう。各国の労働衛生の専門家と関

連する経済部門の、それぞれの各専門分野を越え

た共同の努力に支えられた国際レベルでの非常

に幅広い協力を通してのみ、この世界からのけい

肺の根絶という目標が達成されるのです。

翻訳は全国キャラパン京都シンポシウム配布謝斗による。

じん輔症の予腕に関する有効な教育と
輔報一日本の労轍蓄の経験

熊谷謙一・田上輝正・唐津満

1 .日本の労働者のじん肺症

とのたたかい

1.1日本では、これまで、そして、現在において

も、じん肺症をはじめとする織業性呼吸器疾患

は、最大規模の職業病であります。わが国では、産

業革命以前の封建時代から、全国の鉱山などで、

労働者が、じん肺症で苦しみ、その予防と治療の

改善を求めてきました。そして、 19世紀後半の産

業革命により、じん肺症ならびにその他の職業性

呼吸器疾患は、炭鉱やその他の鉱山をはじめ、製

造業、窯業などの多くの産業分野に急速に拡大し

ました。

1. 2日本では、労働組合は、 19世紀の後半に、

産業革命の進展のなかで作られました。 1887 年

には、労働組合の全国団体が誕生し、全国の労働

者の労働条件の改善と安全衛生の確保のための

取り組みを始めました。労働組合は、当時広がり

つつあったじん肺症や、その他の職業性呼吸器疾

患について、事業主との交渉を強め、その予防と

治療、補償の改善のための諸活動lこ取り組みまし

た。同時に、労働組合は、政府への働きかけを強め、

19世紀末から 20世紀の初期にかけて、労働基準

や労働安全衛生に関するいくつかの法律の制定

を実現しました。しかし、これらの内容は、きわめ

て不十分なものでありました。

1.3 19 19年のI L Oの創設は、じん肺症対策を

はじめとする労働安全衛生対策の改善に大きな

影響を与えました。日本の労働者と労働組合は、

事業主や政府に対して、じん肺対策について、国

際水準の内容を実現するよう強く求めました。労

働者の要求等を受けて、政府は、 192C年代に労働

基準や労働安全衛生に関する法制度を改善しま

した。また、 1930 年には、じん肺症が法律上の職

業病として認められました。これらの制度の改善

は、じん肺対策を前進させましたが、その対策が

限られ、また、予防、治療、補償の水準や内容も不

十分なものでした。

1. 4日本の労働組合は、第2次世界大戦後の社

会の民主化のなかで、じん肺やその他の職業性呼

吸器疾患1す策の改善を求めました。全国各地の職

場で、健康の確保と職業病の補償を求める交渉が

繰り返されました。また、労働組合は、政府への要

求を強め、 1 9 4 7年には労働基準法と労災保険法

が制定されました。労働組合は、それらの新しい

制度に基づく取り組みをすすめ、 1955年には、今

日のじん肺法の制定を実現させました。この立法

はも労働組合が提唱し、地域住民との連携により

新たな制度を獲得した日本における代表的な例

となっています。

1. 5日本の労働組合は、じん肺症に関して、以

上のような取り組みをすすめてきましたが、それ

は、今日なお最大の職業病であります。しかも、じ

ん肺症は、鉱山や炭鉱その他の伝統的な粉じん職

場に限らず、製造業をはじめとする他の産業に広

がり、被災者の数は増える傾向にあります。日本

では、 1 98 9年に、労働組合の全国組織(連合)が新

たに発足しましたが、連合は、全国の労働組合の

安全衛生対策の担当者を結ぶセイフテイネット

ワークを整備しつつあり、また、政府への要求を

強めており、それらを通じて、労働安全衛生対策

の推進とじん肺対策の強化を進めているところ

です。

2. じん肺の予防における

教育と情報について

2.1 連合は、これまで述べたように、じん肺症

ならびにその他の職業性呼吸器疾患に関して、予

防、治療、補償の3つの分野において、事業主や政

府に対して、対策の改善を強く求めております。

連合は、そのなかで、とりわけ、一時予防策の充実

を求めています。じん肺症は、粉じんへの長期の

曝露によるものが少なくなく、また、アスベスト

を含め、各種の粉じんがそれぞれ¢危険性を持っ

ています。じん肺症の予防のためには、それらの

情報について、労働者がアクセスできる完全な権

利を持ち、事業主が、それらの正確な理解に基づ

く対策を進めることが不可欠であります。これら

に関する、わが国のこれまでの経験と課題にふれ

てみたいと思います。

2.2第1の点は、労使対等の立場に基づいた情

報の共有と、教育活動などの推進であります。日

本では、法律に基づき、 定規模以上の職場には、

労働安全衛生に関する労使による委員会を設置

することが義務つ、けられています。との委員会

は、事業所の労働安全衛生に関する対策について

審議することを目的としていますが、同時に、労

使による情報の共有と、さらには、教育訓練とし

ての意義を持つものです。労働組合は、この労働

安全衛生に関する委員会を重視し、諸活動をすす
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めてきましたが、現在、その設置率は9割近くに

達しています。しかし一方では、これらの安全衛

生委員会の一部には、設置以降、長年を経て、活動

がマンネリ化し不活発なものもあります。連合

は、事業所の労働組合に、安全衛生に関する委員

会の活性化を求めるとともに、そ¢社会的なネッ

トワ ク化をはかることを検討しています。

2.3また、労働安全衛生に関する委員会は、じ

ん肺症など職業性呼吸器疾患に関する教育や情

報提供活動のあり方を審議する場として重要で

す。教育活動と情報提供は、それが、労使の十分な

話合いを通じて実現するととにより、有効なもの

となることを、私たちの経験が示しています。教

育活動については、対象者、内容、実施機関、トレー

ナーの選定などの全般にわたり、労使での協議を

行うことが重要です。また、情報提供は、労働者が

職業生活や日常生活を通じて|分理解できるもの

とすることが大切です。さらに、行政や公的機関か

らの適切なサポートを求めることも重要です。

2.4第2の点は、中小規模事業所への支援で

す。わが国では、 10名程度の事業所の労働災害発

生率は、 1,00 0人以上の大企業の1川音以kとなっ

ています。連合は、全国のセイフテイネットワ←

クにより、中小企業の労働組合の労働安全衛生対

策をサポー卜するよう努力しています。また、こ

の分野では、法制度や、行政や公的機関による支

援が不可欠です。日本では、 50人未満の事業所に

は、労働安全衛生委員会の設置義務や、産業医の

選任義務がありません。連合は、すべての事業所

が等しく労働衛生サ←ビスを受けられるための

法制度の改善を求めるとともに、じん肺症対策に

関するサポート体制の充実を求めています。

2.5第3の点は、労働現場と産業医学との連携

の強化です。日本の労働組合は、これまでにも産

業医学の専門家との連携をすすめ、とくに、大企

業の職場では、それが、ある程度すすめられてき

ました。連合は、これをより小規模の職場に広げ

るため、産業医を事業所の労働安全衛生委員会の

メンバーとするよう求めてきましたが、これは、

1 992年に実現しました。これからの課題は、じん

肺症に深い理解を持つ多数の産業医や労働衛生

専門家の育成を求め、労働現場と産業医学の連携

をより一層強化するととなどにあります。

2.6第4の点は、じん肺症の予防を推進するた

め、あらゆるレベルでの労働者参加を実現するこ

とです。事業所単位の労働安全衛生委員会につい

ては、これまでに述べたとおりですが、連合は、地

域レベル、産業レベル、全国レベルの労働者参加

を求め、実現してきました。産業レベルでは、粉じ

ん職場を持つ産業を中心に労使の交渉がすすめ

られています。また、全国レベルでは、政府のじん

肺審議会に労働者側代表の委員を送り、主主効ある

教育や情報提供のための全国的施策の実現に向

けて努力しています。今年の夏には、じん肺症を

持つ労働者のための新しい教育ガイドラインの

策定に参加しました。これからの課題は、それぞ

れのレベルの労働者参加を強めること、そして、

それらが相互に十分連携をするととなどにあり

ます。

2.7 あらゆるレベルの労働者参加のt街主は、国

内にとどまらず、日本の属するアジア・太平洋地

域、そして、世界レベルの課題でもあります。私た

ちは、労働組合の世界団体である国際自由労連の

労働安全衛生対策において、職業性呼吸器疾患対

策の強化をはかるよう努力しています。また、I L O

の国際会議を通じて、 3者構成による対策の推進

に参加しておりますが、じん肺対策に関しては、

とりわけ、この国際職業性呼吸器疾患学術会議を

重視しており、今回も全国から多くの労働組合関

係者が参加しております。政府に対しては、国際

対策の強化を求めるとともに、 1986年のアスベ

スト条約をはじめとするI L O関連条約を批准す

るよう求めております。

2.8 この分科会のテーマである実効ある教育

と情報t創共について、私の報告は以上のとおりで

すが、じん肺対策に関しては、その治療と補償を

めくやって、予防と同様に重要な諸課題がありま

す。日本の労働組合が、それらの課題を、予防とな

らぶ重要な問題と位置つけ、さまざまな困難に直

面しながらも、諸活動を推進していることを、報

告の結びにあたり強制しておきたいと思町内

います。 魁iムa

EZ盟

井上浩
全国安全センタ 議長

計画と会議のjえれ

労働基準監督署の行政のすべては、年度ご

との計悼lによって進められる。その計聞は上

級官庁である都道府県労働基準局長の定める

年度計画の大わくの中で決定される。そして

都道府県労働基準局の計画は、労働省労働基

準局長の示す全体の計画のわく内で定められ

る。労働省は次年度の行政計画が決定される

と、まず、全国の都道府県労働基準局長と都道

府県労働主管部長を集めて合同会議を開催し

て、 1日かけてその説明を行う。第2日目には

局長と部長とは別れて別々の会議が1日行わ

れる。続いてある期間を置いて都道府県労働

基準局の各課長ごとの会議が行われる。監督

謀長と安全衛生課長とは1日目は合同で、 2日

目は別れて行われるロ以下には 1975年2月25

日に行われた同課長会議からその概要を紹介

しよう。訓示等の中で関心を引きそうなとと

を01日で書くことにする。

1 中西安全衛生部長(私の愛知時代の能察

官。仁l'災防専務等の後、現在日本ボイラー・

クレーン協会会長)

O監督指導の強化により事業者の意識を高め

る。

O安全衛生教育の促進。

0本質安全化、職場の安全化、作業方法の安全

化。

。コールタール、塩ピ等の職業がんにコいて

は業務十'1' 1て疑問がある。

。振動病については機械規制を考慮中。

。作業環境調u定法案は参院で廃案になった

が、今国会に上程する。

。福岡局の事件は遺憾。綱紀厳正にするとと。

2 岸監督課長(金融機関の監督者の範聞に

ついての基準を定められた人。天下りされ

なかったようだ。前述)

O職員の質は省内では高い。新しい事象に対

する教育とモラルの昂揚が必要。

。新任駐督官によると、幹部の指示が不完全、

かっ情報も不足していると。幹部の努力が

必要。

O監督官の広域活用が必要。沖縄のii証洋博で

は九州ブロックで実施した。

。織業病については影響大につき、局署の総
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合的な力を発揮すること。

。死亡発生後の葬式送検でなく予防監督が必

要。

O地方賢察宮制度を活用すること。

。災防監督の重点は、事業者の管理責任の完

全追求である。

O送検数が低F。送検や使用停止等命令がで

きない行政には効果はない。

。来年度は検察官と監督官との合同会議を開

催したい。

O建設業の災防に4 6 %の能力を投入していた

が、国会で衛生も問題にしているので再考

を要す。

3 野原安全課長

。労使との対話の欠如が行政を阻害。災害調

査の監督の際には労使に聞く。

4 田中労災管理課長

。職業性疾病問題が大きく登場。労災保険担

当者だけでなく、一丸となって取り組むこ

と。

5 山口補償課長

。認定基準を熟知するとと。職業性疾病に関

する事務手引きを作成したので理解するこ

と。

。鉛中毒問題で団体交渉等異様なまでの状況

である。審査官は毅然たる態度が必要。

6 安全衛生部計画課長
。放射線業務の規制強化。

O特定化学物質の追加110

7 労働衛生課長

。職業がんにつき厳正な態度が必要。

。東京、埼玉、大阪でベンジジン(法。製造禁止)

を製造しているのは残念。(注。調査したが

不明であった。)

O塩ビモノマーによるがんについて。日本の

塩ビ生産量は世界第2位。

。石綿の発がん性につき事業者の認識低し。

B 東村労働基準局長
。局署の幹部が率先すること。

9 水谷賃金福祉部長

10 松尾産業医大本部長(補償課長等歴任)

O昭和53年開校予定。財団基金 1億円。学生

80人。職員 1,6 0 0人。土地 10万坪 30億

円で購入。運営費 50億円。国庫負担。設置

400億円。

11 庶務課長

。収賄事件について (2名逮捕起訴。他にも2

名起訴)クレーンと A 圧検査に手心を加

え、饗応、つけまわしをした。免許証の不正

もあり。

0 公募監督宮 50年度 120名採用(例年50～

60) 。部内合格者はうち 26名。 3年経過後に

6等級。その際に異動させ、その後4年して

5等級昇格。その際に希望地に発令。このと

とを新監に徹底させること。

0署に安全衛生課を設ける。予算は通らな

かったが、来年度に7署に新設する。(注。技

官の優遇措置の面がある。以後激増する。)

12 家内労働室長

13 橋本主任監察官

14 質疑

以下は翌日の監督課長会議の概要である。

1 監督課長指示
2 小野監察官
3 加藤副主任監察宮

4 西巻監察官

5 立岡監察官

6. (13:10~14:25 中座したので不明)

7 牧野監察官

8ワ

9石村監察官

。採用内定取消しについては積極的に動くこ

と不要。国会答弁は個別事情によるとした。

10 西巻監察官(追加)

。ベンジジンは大阪局捜査3月 杯かかる。

11 関根監察官

。監督課長は人事異動について庶務課長へ意

見を述べ、積極的に参画すること。

12牧野監察官(補足)

13 質疑

とうして伝えられた考え方により地方局で

は年度計闘を策定し、署長以下を集めて)j針

の説明を行う。埼玉局では3月10日に、署長、

次長、第1方面主任、第1課長を集めて以下の

とおり会議を行った。

1 局長訓示

2 監督課長指示

3 倉監督係長説明

4 監督課長追加指示

5 庶務課長指示

6 安全衛生課長指示

。重度障害児は「物jでなく「人」であるから、

女年則の重量制限に該当しない。

7 賃金課長指示

8 労災補償課長指示

0労基法 85 、86条の審査は、労災保険適用者

は実益がないので除かれる。

9 司法処理基準に関する各署意見陳述。

10 安全衛生課長追加指示

11 質疑
以上は、概略であるが、当時は経済情勢もき

びしい時代であったから、参考までにそれが

一般的にどのような状況にあったか私の見た

ところを書いておくことにする。これはこの

年5月 10日にある企業城下町で経済講演を

行ったとき(昨年12月尋)の私のノートの引き

うつしである。

(基調)

1 総需要抑制政策は基本的には続く。ただ

し、小さな手直しはあるだろう。

2 公定歩合の再引下げは当分の間は望み

薄。

3 歳入不足 1～2兆円のため、財政硬直化は

避けられない。

4 世界的に見ても早期回復はなし。貿易は

縮小均衡。

(予想)

1 鍋底には着いた。

2 しかし、早急な回復は望めない。

3 特に中小企業は当分苦しい。大企業から

の波及遅延。

(企業の対策)

1 合理的な経営に徹する。

2 経営診断制度の活用。

3 公的融資等の公的施策を最大限活用す

る。

4 労働の需給は緩和するが、中小企業では

優秀人材の確保が岡難である。したがって、

低能率、長時間、低賃金労働より高能率、短

時間、高賃金労働へ移行することを心掛け

るべきである。

監察について

各担当部局の内部で年度の行政方針が討議

され、それが総合されて決定すると基発第0

0号という文章になって労働省労働基準局長

より都道府県労働基準局長あてに発せられ

る。それと同時に労働関係の雑誌等に、その概

略が発表される。そして、それについて全国会
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議が行われて徹底が関られるとともに、その

実行が間違いなく行われているかどうかにつ

いて、民督課と労災管理課に置かれている中

央監察官が地方の局と署を出張して調査す

る。労災管理課の監察官は労災保険業務につ

いてだけ監察するが、監督課の監察官は労災

保険以外のことはすべて監察する。地方局に

おいても、との流れは同じである。例えば、埼

玉局を例にとって説明すると、各課の所管事

項についてそれぞれに年度計画を定め、それ

を監督課でまとめ局全体の方針が決定する。

それは埼基発第00号という文書になって全

署長あてに出されるが、中央と違って雑誌等

に概要が発表されることは余りない。内容が

非常に具体的であるため、秘密性もそれだけ

高いということだろうか。この方針も前述し

たように会議により徹底が図られ、これも本

省と同じように監察官がその実行状況を監察

することになる。私は監督と労災の両方の監

察官をやったが、そのような例は余りないよ

うである。

監察の頻度としては、本省、監察は局は年 1

回、署は局ごとに数署を抽出して同時に行わ

れていた。地方局の監察は全署に対して四半

期に1回程度であったと思う。監察の際には署

長、次長と担当課長は終日付き切りで、他の職

員は事務室で事務をしながら待機していた。

これが出張をさまたげて業務に支障を来たす

ということで、 1974年7月29日私が川口署を

院察したときに、南出監督官(現東京局安全課

主任安全専門官)から「監察で1日中潰してい

る。全監督官が立会うことが不要なら出張し

でもよいか」と、質問されたことがある。私は、

「必ずしも全員在庁の必要なし。」と答えたと

思うが、署長の考え方もあったのだろう。

業務監察としては、このほかに外部からの

監察として時たま行政監察局の監察があっ

た。家内労働であるとか、安全監督であるとか

テーマを絞って行われていた。しかし、これは

部内監督と相違して余り問題にしてーいなかっ

た。軽く応対する程度で接待等も行われてい

なかったのではないかと思う。もっとも人に

よっては気にしていた人もいたようである

が。最もとわがられていたのは会計検査院に

よる検査であったcこれは戦々恐々として

こっけいなほどであった。したがって、大へん

な接待が行われていたことは周知のとおりで

ある。しかし、監督課は全くといってよいほど

関係がなく、恐れることもなかったG 関係が

あったのは予算支出に関係の大きい庶務課と

労災補償諜であった。しかし、会計検査は行政

方針とは関係のない、簡単にいえば足し算や

引き算の検査にすぎないので、本来の行政う

んぬんではないため、やはりだれでもが気に

なるのは監察官による部内監査であった。た

だし、予算の執行状況や庁舎管理状況、職員の

健康管理の状況等については監察官でなく庶

務課が独自に監査していた。もっとも、中央駐

察では監察官がそれも見ていたが、地方局で

はそうでなかったようである。これは内容が

会計法規等専門的な分野が多いことにもよる

だろうが、ひとつには遠慮もあったのかもし

れない。安全衛生課や賃金諜の所管事項の監

察については、当然そうな顔をして慌察監督

官が監察するのにおかしなことではあった。

監察は署長の上級官庁である局長の指揮監督

権により行うもので、監察官に公法上の監察

権などが専属しているものではないという基

本認識からして全く欠けていたので、 開T1胃
議論する気も起きなかった。 臥よ凶

インドe諸君パ:-J)I
Z車ニオシ動向バイド 13

1984年 12月2-3日の深夜、 40 トンをこす致命

的なイソシアン酸メチル、シアン化水素およびそ

O)｛也のガスが、ボパ )～にあるアメリカに本拠を

置く多国籍企業ユニオンカーバイド所有の、設計

tも危険で管理もずさんな殺虫剤工場から漏洩

した。

50万名をこす男女、子供たちが毒雲に曝露し、

少なくとも 6,000名の人々が、事件から忌初の 1

週間以内に死亡した。最近の年間死亡者数は16ラ

口氏〕名を越し、なお増加し続けている。

数万名の生存者が、有毒ガス曝露に起因する、

様々な全身系の傷害に苦しめられ続けている。生

存者の病気に対する有効な治療方法を探りだす

ことは、ユニオン・カーバイドが医学情報を提供

しなかったことにより妨げられ、インド政府も長

い間政置してきた。政府は、経済的、社会的および

環境的リハビリテーションを提供することに

まったく失敗した。産業災害(ジェノサイド)に本

来責任を負うべきいずれの当局機関も、インド政

府が犯罪人引き渡しにぐずぐずしているのと ［"J

様に、責任の追及を避け続けてきている。

x x x

官 ポパルに凶おける医療状況は、過去口

問ずつときびしい状況が続いている。イン

ド医学研究協議会 (ICMR)の最新のレポートに

よれば、曝露した人々の 4分の l近くが、呼吸器、

胃腸、生殖、筋骨格、神経あるいは他の器官江塁主

的な疾病を患っている。 50 万名以上もの曝露者

に、角膜混濁および若年白内障がみられる。息切

れ、食欲減退、痛み、月経不順、回帰熱、持続性のせ

き、神経症状、疲労、虚弱、不安や憂うつが、もっと

もよくみられる症状である。カーバイド・ガスに

曝露したことによって、人々は二次感染にかかり

やすくなっており、 l C M Rによれば、肺結核の発

生率は、曝露集団では都市部住民の全国平均の3

倍も高くなっている。 I C M Rによる生存者の将来

の世代の先天性奇形に焦点を当てた調査により、

早い段階で、ガスの影響を受けた人のうちの非常

に多くに、染色体異常がみつかっていることが判

明している。

開年に、災害の長期的な医学的影響に
関する I C M Rによるすべて¢研究ブログ

ラムカt終結したのにともない、調査・監視の活動

は実質的に打ち切られた。マディヤ・フoラディ

シュ州政府は、ボパールのリハビリテ ション・

スタディ・センターを通じて、事件の生存者の健

康状態をモニターする作業を継続すると約束し

ている。しかし、このセンターは、 1995年3月に作

業を引き継いで以来、生存者の医学的状況に関し

てひとつのレポートも出版していない。調査・監

視の早すぎる終結およびガスの影響を受けた

人々の健康状態に関するレポートをまったく発

表してこなかったことにより、医師たちが生存者

の治療に役立てるために報告されるべき、曝露し
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た人々のなかでの持続するガス曝露に関連した

疾病の羅病率や肺結核、がん、不妊症等の有病率
に関する現在のデータはほとんどない状態であ

る。曝露に関連した死亡を監視するための公的な
機構は、 1992 年 12月に解除されてしまった。

諮問専門分野にわたる1同時の専
門家で構成されたボパールに関する国際

医学委員会 (IMCB)が、 1 9 9 4年1月にボパールを

訪れて疫学的・臨床的調査を実施し、ボパールの

5万名以上の人々がユニオン・カーバイドの有害
化学物質に曝露したことによる全身または身体

局所の障害に苦しめられていると報告した。委員

会は、事件の生存者の医療状況がこれまで考えら

れていたよりも、はるかに深刻かつ複雑であるこ
とを確認した。加えて、委員会は、 I C M Rによって

報告された、曝露者の非常に多くにみられる全身

系のダメージが、神経毒性の傷害であり、外傷後
ストレス傷害 (PTSD) であることを臨床的に確
認した。無作為に抽出した人々に行われた神経学

的検査によると、中枢、末梢および前庭神経系の

疾患であることを示している。委員会は、政府に

よる集中型病院を基盤とした医療システムを変

更して, 5,0 0 0人毎を単位としたコミュニティー

を基獲としたヘルス・ユニットを確立することを

勧告している。

医療に関するマデイヤフ宵イシユ州政
府の対応は、主に病院の数を増やすことに

置かれていたにもかかわらず、このアプローチで

は明らかに取り残される空白地帯も生じていた。
合計して275床あった既存の病院に加えて、合計

740 床の5つの病院が建築された。局近、州政府
は、新設の 540床のKamla Nehru児童病院を、ガ

ス(被害者)救済部から医学教育部に移管するこ

とを決定した。生存者たちには、その代わりに築
80年で3 0 0床のSultania Z e n a n a病院があてがわ 

れることになった。 Kamla Nehru病院を建設す

るにあたっては、ガス被害者の医療救助のために
計上された予算の中から1億8千万ルピ←が費や

されたことを指摘しておく必要がある。最近州政
府から中央政府に提出された、ガス被害者の救済

とリハビリテ ションのための 31 億9千万ル
ビーの「第2次アクション・プラン」のうち、 12億

6千万ルビーがとの病院を運営するために必要と
された。それよりも、 1995年に6,5 0 0万ルビーの
費用で建設されたインディラ・ガンテeイ←女性児

童病院を、ガスの影響を受けた子供や女性が治療

を受けられるようにすべきである。肺疾患に擢患

した人々に専門的な治療を提供することを目的

として、 1 9 9 4年に完成した肺疾患医療センター

は、今日に至るもしかるべきスタッフが配置され

ないままにされている。

州政府による病院の器の建築は、その後の
治療提供の準備がほとんどないまま進め

られていると信ずべき確かな理由がある。最近の

会計駐査官の報告には、マディヤ・ブpラディシュ

州政府によって、おそらくガスの影響を受けた
人々の福祉のためにということで建設されてい

る病院に関する次の怠見が含まれている。

rKamla Nehrlは病院を建設するために州政府

は、 1987年3月に4,9 8 7 万5千ルビーの執行認可
を与えた。 1992年7月には執行認可の変更 (1
億1千万ルビー)を認めた。 .1996年3月には

8,219万ルビーをこす経費を費やしたにもかかわ
らず作業は完成していなかった。さらに、提案さ

れた予算の変更によると建設費用は1億7,1 95万
3千ルビー以上にもなるとされている。
避けることので吉たはずの551万4千ルビーの

損害が、上記の病院のリニア・アクセラレータ室
の建築に関して発生した。 10万8,592 トンの

余分な鉄片に対する1 1 7万3千ルピ←の超過支出

力もコンクリー卜の単位容積当たりの鉄片の消
費量の誤った計算の結果生じた。

さらに技術監督者が、通常の相場がキログラム

当たり 56万8千ルビーのところを 108万ルピ
という値段で鉄片を購入 (Bharat重工業有限会社

が供給)するととを認可・購入したことによって、
避けることのできたはずの121万9千ルビーの損

失が追加された。 そのうえ、適当でない鉄片
の値段の決定によって92万6千ルビーの余分な

支出もあった。

インディラ・ガンディー病院の1日3床の病
棟の建設の場合には、 19 89年4月に、建設期間2 4

か月という契約条件で、 2,39日万ルビーの費用見

積もりか建設業者に対して認可された。この仕事

は、 19 9 4年6月に、 5,9 8 7万6千ルビーの費用で完
成しているロこのときには、適当でない値段の認

可のための建設業者に対する余分な支出は  104

万4千ルピーであった。

告 過去数か月の間ガス被答者のための医療
機関とされる5つの病院と8つの診療所

において、彼らに対してほとんど薬が提供されな

かった。基本的な生活のために必要なお金も十分
に持たない人々が、無料で治療を受けられるはず

だ、ったこれらの医療機関において、薬や医師が指

示した注射器等でさえ(有料で)購入することを

求められる。もっとも重大な影響を受けた地域に

あるJawaharlal N e h r u病院における、 1997年10

月15日時点の薬品の在庫状況に関する記録によ

ると、患者に提供を求められる薬の7 8 . 9 5 %が在
庫切れであるということを示している。さらに、
その後3か月間に必要なだけの量があったのは、

1 1 4種類の薬のうちのわずか3つだけという状況

であった。医療保健責任者(ガス救済部)によれば、

1997年 10月 17日時点の入手可能な薬品の在庫
状況に関する記録では、患者に提供を求められる

薬の57.15% が在庫切れである。ガス救済部のも
とにある病院と診療所の7 0 %以上の機器が機能

不良の状態にある。ほとんどが修理を必要として
おり、付属品がなくなっていたり、正常に作動さ

せる方法をだれも知らないか気にもしていない

という状況。曝露に関連した病気の診断とモニ

ターのために設置されたにもかかわらず使用さ

れずに放置された数多くの機器のうち, Jawaha r 

Lal Nehru 病院では、 1990年以来 Gould Cardio

Respiratory System が修理待ち、 Master Lal

Singh病院では、 1992 年以来カルジオスコープ

付き細動除去器が活用されないまま、 Rukmabai

病院では、 198 9年以来X線撮影装置 (100MMR)

が機能不良、 Shakir A l iK han病院では、肺機能

わた査・運動負荷検査装置が故障したままという状
況である。肺疾患医療センターのあるひとつの病

院だけで、購入して以来ずっと利用不能な1,2 5 0

万ルビー分の機器が放置されたままである。

これらの病院においては適当な治療計画
をつくろうという配慮はほとんどなされ

ていない。生存者たちに提供される治療は、有毒

ガスに関して何もわからなかった事件当日の戟
以来、本質的に変わらないままである。ユニオン・

カーバイドは、漏洩したガスに含まれていたすべ

ての成分およびそれらの長期間にわたる人体へ

の影響に関する情報を提供しないままである。情

報不足の中で、ボパールの医師たちは見境なく、

効果があったとしても一時しのぎでしかない抗

生物質や向精神薬を処方し続けている。ボパール

に関する国際医学委員会が実施した調査は、政府
の病院において病んだ生存者じ処方されている
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治療は、慢性疾患の進行を長期的に改善すること
よりも、一時的な症状の緩和に向けたものである

と指摘している。政府によるヘルスケア・システ

ムが不適当であるために、個人開業院の商売が繁

盛するという状況をもたらしている。ボパールで

は、重大な影響を受けた地域において、個人開業
医の7 0 %近くが、専門的な資格がないにもかかわ

らず、治療の主柱となっている。

サンパブナ (Sambhav凶基金が運営す
る、ユニオン・カーバイド工場の近くに位

置する The Bhopal Peoples Health and D仁 cu-

mentation Clinicは、重大な被害を受けた地域の
慢性疾患患者に無料の治療を提供し続けている。

過去1年聞に6,。 0 0名近い人々が、この診療所に
おいて現代医学、アーユルベーダおよび、ヨ←カ+に

よる治療を受け、そのうちのかなりの人々が、持
続する問題の5 0 %以上が取り除かれたと報告し

ている。現在進行中の診療所におけるヨーガ療法

に関する調査によれば、肺疾患を持ったものに、

ヨーガの実施によって持続した著しい肺機能の

改善がみられている。 1997年 7月に診療所は、地
域の医学専門家の援助を受けて、重大被害地域で

健康キャンプを実施し、 9月には募金によって、ボ
パ←ルの生存者の治療のためのアーユルベー夕、

の可能性に関する全国セミナーを開催した。イギ
リスの新聞紙上に掲載されたアピールに応じて

くれた6,000名の方々の寄付によって、診療所は
また、 1992 年以降のガス曝露に関連した:9E亡の

モニターを行っている。

ボパールにおける救済とリハビげー
ションを遂行するための資金のうちの75

%の供給を委託されている中央政府は、州政府の

5年間の31倍、 9千万ルビーの「第2次アクション・

プラン」を拒否した。中央政府は、以前のアクショ

ン・プランのもとで想定された取り組みは、追加

的な助成金を求めることなしに完了し、未完了の

作業に対しては6億 9,5 0 0万ルピ←(病院建設と

備品のために5億4千万ルビー、経済的リハビリ

テーションのために6,670万ルビー、飲料水設備
と社会的リハビリテーションのために8,5∞万ル

ピ )が提供されている、と主張している。提案さ

れた第2次アクションプランは、州政府としての
初期計画であることを強調しすぎたきらいがあ

る。提案された、医療救助のための 24億 5,790万
ルビー (7,100US$) の予算のほかに、 Kamla

N e h r u病院の備品と運営のために12億6,5 8 0万

ルビー (51%)の支出が予定されている。比較のた

めに、地域保健計l両、調査志向サービスおよび伝
統的治療システムにあてられた予算は、各々、 6千

万ルピ← (2 .4%)、 3,4 5 0万ルビー (1.4問、 1,050

万ルビーである。

官 ガス糊部の従業員たちは、との1年間
彼ら江仕事の正常化を強く求めてきた。

ガス救済理事会、医療事務所長、追徴人、産業訓練
研究所のもとで働いている2,000名の従業員は、

199C年の政府の指令によって「余剰人員」と呼ば

れ、これらの従業員は政府の他の部署に吸収され

るべきであると指示された。 500名以上の従業員

の現在の仕事は、そのほとんどが医療事務所長の

もとで働いており、残引訂正常化」の対象である。
ガス救済部の大多数の従業員の賃金は、公式の鼠

低基準よりも少ない。従業員たちは今年しばし
ば、連続 33日間もストライキを打ち、その期間、
病院、請求審査会、事務所の業務は停止した。

官官 生存者たちの諸国体が反対し続けたに
もかかわらず、州政府は、ユニオン・カー

バイドが設立したポパール病院基金 (BHT)への

8つの地域診療所の譲渡を開始した。4つの赤卜字

の診療所の譲渡の準備も進められている。皮肉な

ことに、これらの政府の診療所において適切な治

療が妨げられている主な要因は、ユニオン・カー

バイドが医学情報を提供してこなかったこと、お
よび、同社が金銭的支援を打ち切ったことによっ

て赤十寸'の診療所が閉鎖されたととにある。 BHT

の基金の出所は、裁判によって同社の代表が事件

に関連した犯罪の対価を支払うべきとされたユ

ニオン・カーバイド社が負担したものである。

B H Tの単独の管財人をサー・イアン・パ←シパル
(l 984～1992年の問、ユニオン・カーバイド社の

ために働いてきた弁護士である)とする最高裁判

所の調停によって、同社は、その分け前にあずか

ることが可能となり、また、処罰から逃げ続けて

いる。過去2年間に、パ←シパ)(,氏は、ガスの影響

を受けた地域から 8 k mも離れたところに2 6 0床

の病院の建設するために7,000万ルビーを使った

ほか、自らの報酬や旅行・事務所に費用として

5,0 0 0万ルビーを支払った。生存者たちに治療を

提供することは、 B H Tにとってまったく優先事
項でないことは疑いない。その唯 の B的は、同

社が大虐殺に関する刑事罰から逃げまわるのを
助けるとともに、会社の人間的イメージをつくる

ことである。パーシパル氏の治療運営計画は, 1M

CBを含む国内外の専門家グ)1一プからきびしく

批判されている。その他l亡、提案されているBHT
によって設立される医学研究センターの活動の

透明性に関しでも疑いが表明されている。パーシ
パル氏の誠実さとポパールにおける治療運営の
中での彼の役割について、 Bhopal Gas Peedi t 

Mahila Udyog Sangathan (BGPMU旬、 Bhopal

Group for Information and Action (BGIA) 、

Bhopal Gas Peedit Sangharsh Sahayog Samiti

(BGPSSS) といった団体が最高裁判所に異議を
申し立てている。

官 福祉鞠所の融によると、ボパ←ルガ
スの被災者は1997年10月14 日でなお

318 ,657 人で、事件の結果被った傷害に対して 1

人当たり平均して2 6 ,6 2 9 ルビーが与えられた。
この補償金の中から、政府が支払った臨時救援金
の分として、 10,日日日 ～15,000ルピ←が機械的に

控除された。残ったお金は、過去数年間の申請中

に要した治療費の半分もまかなうことが、できず、
将来必要となってくる費用の分は放置されたま

まである。傷害に関する請求のうちの約3 0 %カT却

Fされており、実に4 0 0 ,0 0 0人もの請求者が決定

を受けていないままの状態である。死亡に関する

請求15 ,1 6 8件のうちの3,8 9 1 件が却下され、

11 ,2 6 7件について補償金として平均6 7 ,2 6 7 ル
ビーを支払う裁定が下されている。十分な補償の

ためにわず、かな可能性を守える和解金 (4億 7フ000

万U S $ )をユニオン・カ←パイドが支払ったこと

は事実であるが、カーバイド・ガス曝露の健康に
対する影響についてきわめて限られた知識しか

もたない審査(裁判)官によって、申請審査(裁判)

所のなかでたくさんの不公正が行われているの

である。生存者のメンタル・ヘルス面の損害は補

償の考慮には入れられず、ガスに曝露した女性か
ら生まれた子供たちに確認されている身体的・精

神的成長の遅れについても補償請求権が与えら
れていない。あらゆる段階における不当な補償の

拒否や汚職が、手続を遅らせ、被害者が自らの被

害を立証しなければならないという不当な子順

を強い、補償に関するすべてのことを終わらない
恋夢にし続けているのである。

官事公的財源からの6即ピーをこす支出
にもかかわらず、 100人足らずの人々し

か公的な取り組みによる有給の職を得ることが
できていない。カ←パイド・ガスに曝露した結果、

通常の仕事に従事することができなくなった

人々が5万人以上いると推定されている。政府が

運営する縫製作業場が閉鎖されたために、1Cド92年

7月に職を失った2,3 0 0人のガスの影響を受けた
女性たちは、失業したまま放置されている。事務

用品の製造に雇われていた、深刻な影響を受けた
地域の 86名の女性は、仕事の正常化と同様の職

種の政府従業員と riiJ等の賃金の支払いを求めて

過去7年間、法廷闘争を闘い続けている。政府の経

済リハビリテーション・プログラムに慕づいて設
置された作業所は、ごく品数を除いて閉鎖された

ままになっている。州政府は、労働能力を失った

生存者のリハビリテーションに対する責任を否

認しようとしており、 90日以内に生存者を雇用し

収入を得るための活動を開始すると約束した16

の非政府組織 (NGO) に作業所を分配した。それ

から 1年以上がたつて、その内のたった3つだ、け

がこれまでに授業を開始しただけである。特別産

業領域に設立された］52の作業所のうち、 52が強

襲部隊(Rapid Action Force)によって所有され、
この準軍事的な組織によって兵舎として使用さ

れている。 8,0 0 0万ルビー (230万US$)の費用を

かけて設置されたこれらの作業場は、本来は1万

人以上のガスの影響を受けた人々に、衣服、食品
加工、電子工業等で雇用の機会を与えるためのも

のであった。これまでに、特別産業領域での雇用
を得た者は一人もいなしミ。最近2 0 0名のガスの影

34 安全センター情報 1998年 3月号 安全センター情報1998年 3月号 35



回以怯減豪州1帽;終iE蹟銀三民議山主出泌長必定取山怒川辺-長足|

響を受けた女性たちが、ジュートの手芸品製造の

3か月の訓練に選ばれたが、訓練後に彼女たちが

生計を稼ぐことを可能にする計画はまったくな

い。今年のはじめ、州政府はガス被害者のリハビ

りテーションのための医療技術専門学校をス

タートさせる計画を発表したが、 I C M Rが実施し

た調蚕結果によれば、被害者たちの京甘3 0 %が読み

書きができず、わずか1 2 %が中学校での教育を受
けているという状況であった。

官 今年旧日、首相(Chief Minist出
は、深刻な影響を受けた地域の 3 2 ,0 00

名の子供たちに無料でミルクを分配する計画を

開始した。 E E Cが寄贈する2 00トンのミルクパウ

ダーをもとにしたこの計蘭は、しかしながら45日

間しか統かないものである。E E Cが3 0日トンのミ

ルクパウダーを寄贈した軒牛の12周年記念日の
前後にも、州政府は同様の短期間の計画を行って

いる。いまに至るまで政府は、ガス災害の結果と

して配偶者や親を失った人々、永久的な障害を

被った人々の社会的状況についてまったく把握

していない。州政府は、社会的リハビリテーショ
ンという仕事は、 1,5C日の住居といくつかの学校

を建設したことで完了しているとみなしている。

配偶者や親を失い、あるいは慢性民患や永久的な

障害を被った生存者に対して長期生活年金を支

給し、ガスの影響を受けた家族の子供たちに栄養

を補給するための食品を供給する緊急の必要性

があることには、行政当局は関心を払っていな

い。致死性ガスによる遅発性の影響を被った約10

万名の子供たちに対する保険補償金の支給に関

する1991年10月3日の最高裁判所の最終命令も

また、中央政府は無視し続けている。

官 政府が環境リハビリテーションのため
噛 11 ご過去8依ルビーをこす支出を行って

いるにもかかわらず、安全な飲料水、衛生施設、衛

生的な住環境といったものは、大多数のガス被災
者には手に入らないままである。ガスの影響を受

けた地域の環境リハビリテーションの提供のた
めとされた基金は、その地域の外側に道路や街

灯、その他の建物を建設するのに支出され、ガス
の影響を受けた地域の生活環境はまったく改善

されていない。カーバイド工場に近接した地域

は、肺や肝臓、腎臓に有害でがんを引きこす可能

性もある有毒ガスに曝露され続けている。とれ
は、工場の操業中に経営者が、工場内および周辺

の土壌と地下水を汚染することになる有害化学

物質の投げ捨てを日常的に行ってきた結果であ
る。ボストンの市民環境研究所( C E L)によって行
われた分析によると、工場周辺地域の井戸水の中

に有害化学物質が存在することが判明している。

A r thur D. Little Inc. ( U S A 、ユニオン・カーバイ
ド社が所有している)と国立環境工学研究所( N E
ERI)、 Nagpur(ユニオン・カーバイド・インド社が
所有している)が合同で行った調査によって、

C E Lの分析結果が確認され、よりよい環境汚染の

アセスメン卜のためによりきっちりした調査を

行うよう勧告した。その聞に会社の経営陣は、環
境破壊の証拠を隠滅しようと、大陽蒸発池の底の

土壌を掘り起こし、ひどく汚染された汚泥を農場

の地下3メートルのところに埋めてしまった。

官毎回会の石油化学・肥料常任委員会の議
長のARAntulay氏を含む23名の議員

たちが今年9月8-9日の両日、ボパールを訪れた。

委員会は、ユニオン・カーバイド工場、ガスの影響

を受けた2つの地域、 2つの新しく建設された病
院施設、手芸司|博東センターとガスの影響を受けた
家族のための複合住宅を訪問し、プレス・カン

ファレンスの場で調査結果とその見解を発表し

た。 A RAntulay氏は、刑事事件を“だいなしに

しぺわずかな和解金額を受け入れさせたユニオ
ン・カーバイドの責任を批難した。彼は、生存者た

ちの苦しみを軽減できずに、また、ボパールにお
ける治療の実施をE主管するというサー・イアン・

パ シパル氏の約束はもちろんのこと、被害者救

済とリハビリテーショシのためのはずの基金が
悪用されていることに関して、中央政府および川

政府の失敗を批判した。A n t u l a y氏はまた、

Eveready Industries India Limited (ユニオン・

カーバイド・インド社の新しい名称)の工場責任

者が、委員会のメンバーが提出した技術的な質問

に回答するのを拒否したことについて不満を表
明した。委員会に対しては、生存者とその団体か

ら要請や苦情が殺到した。委員会は、国民議会が

始まるまでに今回の訪問のレポートをまとめる

ことにしている。

官 今年7月加のインド政府とアメリカ
政府との問の犯人引き渡し条約の調印

は、カーバイド社を処罰するという点では何のイ

ンパクトももたらさなかった。インド政府はいま

だ、最初に告発された会社の元社長ウォーレン・

アンダーソン、およびその他のユニオン・カーバ
イド社(UCC, U S A ) 、ユニオン・カーバイド・イー

スタン社( U C E 、香港)の犯人引き渡しに向けた

最初の手続をとっていない。ボパール地方裁判所

がアンダーソンに対して保釈を認めない逮捕令
状を発行してから5年以上がたつ。裁判から逃亡
して、アンダーソンは現在、アメリカ・フロリ夕、の

111,Ca talina C .tVero Beachに住んでいる。現
在の首相兼外務大臣であるIKG ujral氏は1996

年8月に、ポパールにおける正義を求めるキャン

ベーンを行っている諸団体との会合の場で、アン
ダーソンの引き渡しを求める手続を速やかにと

ることを約束した。検察機関である中央捜査局

(CBI)は、犯人引き渡しの問題で政府を動かすう

えで無能ぶりをさらけ出した。 1992年にU C E社
が登録を取り消した後、ユニオンカーバイドは現

在、アメリカの親会社の完全所布の子会社である

ユニオン・カーバイド・アジア社およびユニオン・

カーバイド・アジア・パシフィック社( U C A P )を 
通じて香港で操業している。 1993年にアメリカ

のUCC社は、 Nat町aJ " n社に対して、無利子償還
期~JUO年の30万US$ の貸付金を供与した。 CBI

は裁判所において、すでに登録を取り消している

被告企業を相手に訴訟手続をすることはできな

いとして、 U C E社に対する訴訟手続はできない

と述べた。

官$開年8月29日ボパールの首席裁判
官であるA KT i w a口氏は、ユニオン

カーバイド・インド社およびK田h u b M a h旧 dra 

(社長)、 Vijay Gokhale (専務)、KishoreKamdar
(副社長).1. M u k u n d C工場長)その他4名を含む

会社幹部に対する審理を開始することを指示し
た。 1996年9月に最高裁判所がこれらの被告に対

する罪状を以下のとおり希釈したため、現在の彼

らに対する罪状は、過失致死罪(インド刑法 (IPC)
3 0 4 A条、罰則は3か月以上の禁固または 250ル

ビー以上の罰金)、傷害罪 (IPC337条、罰則は6か
月以上の禁固または5 0口Jレピー以上の罰金)、重
大傷害罪 (IPC338条、罰則は2年以上の禁固また

は1,。 0 0ルビー以kの罰金)となっている。 1997
年9月2 9日から、これらの被告に対する証拠調べ
が開始されている。 B G P M U S、B G I A、B G P S S S
の3団体は、刑事訴訟法3 0 1(2)条に基づき、裁判
所から審理の中で訴追手続を補助することを認
められている。

官曾メチルイソシアネ-,,0)髄プラント
のほかのユニオン・カーバイド工場のほ

とんどの建造物は、 Eveready Industries India社
の経営者によって今年5、6月中に解体・売却され

てしまった。たくさんのタンクに貯蔵された有毒
化学物質は、近隣住民にパニックを引き起こしな

がら、解体作業中に流れ出てしまった。首相
(ChiefMinister) 、内務大臣および警察に対して、

BGPMUSとB G I Aが決定的な証拠を隠滅するも
のだと訴えたが、何の対策も講じられなかった。

2団体は、将来の世代のために世界最悪の産業災

害の記憶をとどめるために、工場の構造物を博物

館に転換するよう要求した。

今年間マデイヤフ。ラデイシユ州の
‘'人権委員会カザH政府に対して、人権侵害

事牛の登録を行った。日jjで、 BGPMUSとB G I A
が、治療を否定し、持続する曝露に関係した擢病

率と死亡率を監視するととを怠っているととは

生存者の生存権の侵害であるとして告発したこ

とに対する対応であった。関係する行政機関は

1997年 11月25 日までに2団体の訴えに対する
回答を提出するよう指示されていた。州政府は、

薬品の購入、ガスの影響を受けた人々のための病

院議名の医師およ乙医療補助スタッフ町市
採用するために3 0万ルビーを支出した。 組J..I.過
作成
BhopaJ Gas Peedit MahIlaU dyog Sangathan & 
BhopaJ Group for lnfom祖 tionandA ction
51,Ra jendra Nag a,rBhopal 462 01 0B -2/ 3,02 
Sheetal Nagi訂;Berasia Ro a,dBhop a,l lndia
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じん肺・アスベスト被災者救済基金を設立
神奈)11・ホットラインを継続・被災者を支援

じん肺・アスベスト被災者

救済基金設立趣意書

造船所をはじめとする職場で

は、仕事による粉じんやアスベ

ストなどによって、多くの労働

者が健康被害を受けてきまし

た。じん肺や石綿肺がん、しか

し、との被害の救済は、十分では

ありませんでした。本来、その発

生を予防し、もし被害が起きれ

ば迅速に補償しなけれはいけな

い企業は、その責務を十分に果

しているとは言えません。労働

基準監督署も、敷居が高すぎ、被

災者にとって身近なものではあ

りません。また、じん柿やアスベ

ストによる肺がんと労災補償の

関係について勲却している医師、

医療機関も決して多くはありま

せん。

さて、横須賀では、住友重機械

工業で長年働いてきた8名の退

職者が、 1988 年、石綿じん肺被

害の企業補償を求めて、裁判に

立ち上がりました。以来、 9年近

くの闘いは、 1997年3月、企業に

よる遺憾の表明と和解金(企業

補償金)の支払いというかたち

で勝利しました。さらに、原告以

外の退職者についても補償する

協定を結びました。また、この成

果をもとに、 1997年 7月に行

なった電話相談「じん肺石綿健

康被害ホットラインJには、関東

近県から 100 件もの相談が殺

到、あらためて事態の深刻さを

実感することとなりました。

この運動を通じて、私たちは、

まだまだたくさんの被災者が、

その権利の行使ができていない

ととを知りました。多くの方々

への情報の伝達、相談に応じた

り、労働基準転督署や会社との

交渉、被災者団体、労働組合、医

師や弁護団等との協力が、さら

に必要だという確信を持ちまし

た。そして、私たちの活動の影響

が神奈川に、日本にとどまらな

いことを実感しています。今回

設立する基金では、このような

活動を財政的にも可能にする役

割を担いたいと思います。

はじめに

基金の設立経過とこれから

じん肺やアスベスト関連疾患

の被災者への支援制度は、いま

なお十分ではありません。とく

にìl3~rm1創立健康管理体制すら法

的になく、健康管理子帳の支給

範囲がようやく、不十分な点を

多々含みながら、本 (1997)年拡

充されたところです。高齢の被

災者や家族にとって、会社や労

働組合との関係も薄れて、在職

証明をとること自体が容易でな

いし、労働基準監督暑や、労働基

準局へ提出する書類の記入はそ

れ自体が負担でした。

医療機関、労働組合、 NPOの

労災職業病センターなどの様々

な支援があり、被災者の健康診

断、労災申請、上積み補債の交渉

が、ひとつずつ行われてきまし

た。長年の日々の積み重ねの

)jで、雇用者の安全配慮義務の

責任を問ラたじん肺訴訟、肺が

ん訴訟が起こされ、本年和解と

なり協定が作られました。和解

の最終過程と和解になった後、

長年支援し協力した人々の中

で、裁判後の支援に関して様々

な意見がかわされました。最も

曝露の多い下請け企業の労働者

の救済が十分されていないので

はないか、じん肺管理区分 2等

の軽度の被災者の救済がはから

れていないのではないか、住友

重機械工業以外の被災者にどう

応えていくのか、が重要td-. lJ.で
ありました。

和解ι解決金の部をもとに

行われた、じん肺石綿健康被害

ホットラインの意見広告と電話

相談の反響は著しいものでし

た。企業への上積み以前に、多く

の被災者が労災としての認定す

らうけていない現状が明らかに

I

なりました。諸外国の行政官や

研究者が、「日本の石綿関連疾患

の労災認定は、一桁から二桁少

なすぎるjという事態を裏づけ

たのです。様々な分野の人々が

定期的に協力しあって、被災者

を継続して支援できる団体の必

要性を、多くの協力者が等しく

認識しました白

1997年7～8月にかけて今後

の支援の構想は、基金というか

たちにまとまっていき、 9月l7
日にこれまで関係してきた同体

問で予備的な話し合いがもたれ

ました。それを受けて、 9月25日

に第l回の基金運営委員会準備

会が横須賀商仁労働センタ で

開催され、名称と目的、運営委員

会と事務局、総会、会員資格等を

めぐり活発な議論がかわされま

した。並行して基金事務局の準

備会も開催され、 10月16日の第

2回の基金運営委員会判育会で、

基金の内容に関する概要が定ま

りました。

との1C数年、横須賀での様々

な取り組みは、日本の造船のじ

ん肺アスベスト被災者の救済の

先駆けでありました。その火は

いま日本の各地へ広がりつつあ

ります。基金の概要が決まった

顎口の 10月l7日、日本だ、けで

なくアジアでも初めての石綿肺

がん訴訟の大内石綿肺がん訴訟

が勝利の上和解しました。今後

横須賀は、日本だけでない多く

の石綿関違疾,:E¥ i彪足者の数済の

モデルともなるでしょう。基金

は、まず横須賀の活動から始ま

り、神奈川全体の被災者をカ

/干していきます。基金は、じん

柿とアスベストのことを地球規

模で考え、地域で活動します。し

かし、この基金の影響が、神奈川

や日本のみにはとどまらないと

とカ可在実ないま、未来を見据え

たイ分な創造力、発想、責任感を

もち、私たちは新たな歩を今

日歩み始めます。

こんな活動をする予定です

(1997年度活動方針)

① じん肺やアスベスト疾患

の担絶には、粉じん曝露の機

会を極力減少させることが必

須です。産業現場で粉じん作

業をなくすこと、隔離するこ

と、局所排気や、より危険の少

ない代替品への変更や、防じ

んマスクの使用等を推進する

ことが必要です。基金は、会

社・労働組合、環境測定機関、

工学者、労働行政、石綿対策全

国連等の様々な臼体と協力し

て、健康障害発生の予防活動

の支援と助成に努めます。

② 粉じん曝露の予防や対策

には、被災者や粉じん曝露の

当事者に、粉じんやアスベス

トの影響に関する十分な情報

が、わかりやすく伝わること

が重要です。いまなお、多くの

被災者か不十分な内容しか知

らない現状があります。基金

は、被災者に対する学習活動

の実施と支援および助成を

行っていく予定です。

③ 多くの被災者が、労災にな

るととを知らずに通院し、仕

事による疾患と知っても労災

認定の手続を知らず、また手

続が煩雑な故に断念をしてい

ます。基金は事務局を中心に、

1997年 7月のホットライン

活動による被災者の労災健康

相談および労災認定への支援

を最初のi舌動とし、今後継続

してホットライン活動による

支援に取り組んでいきます。

④ 症状が悪化し、家にいると

とも多い被災者にとって、被

災者患者団体の存在は大きな

励ましです。また、制度の不備

や個人では解決小可能なこと

等に関しても、被災者患者同
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体の交渉で解決される課題も

あります。基金は、被災者団体

や患者団体と協力して活動し

ていきます。

⑤ 労災相談や認定業務は、現

在まで、労働組合、神奈川労災

職業病センター、医療機関の

協力で進められてきていま

す。基金は、事務局で相談や認

定業務を直接行う一方で、多

くのも彪足者を救済するために

様々な団体への支援や助成を

行っていきますロ

⑥ 現役中は雇用主から被災

者に直接の補償があるのに、

退職後にはない現状がありま

した。今回、労働組合の運動に

より、退職後の企業内補償協

定が結ばれたのを契機に、基

金は企業内補償を要求する労

働組合のj舌動への支援と助成

を行います。

⑦ じλ肺およびアスベスト疾

患の診断や治療には、医療機

関の協力が欠かせません。ま

た、健康被害の彫響を知るた

めに初めて行われた横須賀で

の疫学調査も、大きな反響を

呼びました。基金は、じん肺や

アスベストによる健康被害の

調査研究を行う医療機関への

協力およ乙助成を行います。

⑧ 被災者に関する支援は、上

記のように様々な団体が協力

して成り立っています。さら

に、法律的な点では弁護士の、

作業環境管理では衛生工学者

の、その他の学術関係者の協

力も欠かせません。そうした

活動が、連携をとり、互いに調

整されながら進むことが、被

災者の支援には必要です。基

金は、重要な課題で関係諸団

体の連絡と調整を行います。

⑨ 現在まで被災者の支援は、

様々な団体利回人の多大な無

償の協力の上に成り立ってき

ました。しかし、今後も継続し

た支援を行うためには、交通

費や必要経費などの助成、わ

ずかながらでも協力費を支給

できる体制が必要です。基金

運営委員会は、拠出金や寄付

金をもとに基金を管理して、

緋統した被災者の支援活動が

できるようしていきます。

⑬ 基金の活動を多くの方に

知っていただくために、パン

フレッ卜とともに、年1回の基

金のニュ←スを発行します。

⑩ フランスが今年1月にアス

ベストを全面的に禁止し、ま

た、イギリスがアスベスト禁

止に踏み出そうとしている現

在、日本のアスベスト消費は

世界で突出したものになって

います。基金も、石綿対策全国

連などと共に、 1998年、アス

ベスト規制の大きな動きの一

端を担うつもりです。

⑫ じん肺診査ハンドブック

の改正や、珪酸による肺がん

の認定の問題にも、他国体と

共に取り組んでいきます。

⑬ その他被災者の支援のた

めに必要な活動に適宜取り組

んでいきます。

⑭ 以kの活動を進めるため

に、多くの方々の協力を得て、

財政基盤の確立に努めます。

1997.11.9設立総会議案から

@被災者救済基金連絡先

干 237-0063横須賀市追浜東

町 3-63ハイツ追浜901

T EL ( 0468)65-2960

なくせじん蹄国際シンポ
京都.国際会議に日本の実態訴える

1997年10月 12日、国際職業

性呼吸器疾患学術会議 (18頁参

照)の前Hに、「なくせじん肺全

国キャラパン京都シンポジウ

ム」が、全国各地のじん肺訴訟の

原告・支援者ら約 400名が参加

して開催された。

全国じん肺弁護関連絡会議の

山下登司夫幹事長が「日本のじ

ん肺問題の現状と京都シンポめ

章義」と題した基調報告を行い、

続いて、海外ゲストとして、南ア

フリカのブライアン・ウィリア

ムズ氏(医師・疫学調査協会理

事)、オーストラリアの口ナル

ド・ジェームス・ストサード氏

(建設・森林・鉱山・エネルギー労

働組合)、フランスのビエール・

ルグレー氏( C G T建設労連・産

業医)の3名、および、日本の報

告として田村昭彦氏(九州社会

医学研究所所長)が報告を行っ

た。

次に、じん肺訴訟原告団を代

表して、全国トンネルじん肺訴

訟の船山友衛さんが患者本人の

立場から、筑豊じん肺訴訟の鹿

毛チカ子さんが遺族の立場か

ら、じん肺被害の深刻さを訴え

た。さらに、会場発言として、韓

国から参加された朴賢緒さんの

連帯のあいさつや、芝病院の藤

井正賓氏からシリカ¢発がん性

に関する IARC(国際がん研究

機関)の決定についての紹介が

行われた。

なお、フランスのピエール氏

からは、昨年1月からアスベス

ト禁止に踏み切ったフランス政

府関係機関が既海建築物のアス

ベスト使用状況の点検と適切な

除去作業等を解説したパンフ

レッ卜をいただき、また、 I A R C

の決定を受けてイギリスと同様

にフランスでも、 1997年6月に、

けい肺に合併した肺がんを職業

病リストに加えた(未確認)とい

う情報を教えていただいた。

じん肺訴訟の原告たちは、翌

日の国際会議の会場前で、日本

のじん肺問題の実態を英文で訴

えたパンフレットを配布するな

吋伝活動断った臨

i司鱗的口論｛中裁で負揚
神奈川・パキスタン人の労災認定

19ヨ7年5月、神奈川県川崎市

内のI化学工業所(株)に勤めて

いたパキスタン人のNさん(男

性 37歳)は、勤務中の同僚同士

の口論を止めさせようと仲裁に

入ったところ、逆上した相手に

突き飛ばされてしまい、機械に

左前腕をぶつけて骨折してし

まった。彼の他にもう 人も、顔

面を殴打されて負傷し、救急車

で近くの病院に運ばれ手当てを

受けた。

事件発生後、警察が捜査に

入ったが、加害者を含む外国人

労働者全員が行方をくらまし、

Nさん一人残されて警察の事情

聴取を受けた。被害者のNさん

は、幸い拘束されることはな

かったが、 2週間ほど仕事を休ん

だ後、会社から働けなければ寮

からも出ていくしかないと迫ら

れ、無理して仕事を始めた。

勤務は、午後5時から翌日8時

までの夜勤。プラスチックの成

形作業だったが、利き腕の左手

をかばってやる仕事はつらかっ

た。夜勤明けに病院に通院した

が、治療費は全額自費負担だっ

た。昨年7月、ケガの回復が思わ

しくなく、主治医からは骨の移

植手術が必要で、多額の費用が

かかると言われ相談にきた。

会社と交i歩したが、 「事件で迷

惑したのは会社だJとらちがあ

かず、労災請求に応じようとし

なかった。

9月に再度警察の捜査が入

り、 Nさん他外国人労働者は全

員解雇され、寮も出されてし

まったため、 1 0月に川崎北労働

基準監督署に第3者行為災害届

を提出し、労災請求手続を行っ

た。

Nさんは昨年末に労災認定さ

れ、どうにか年を越すことがで

きた。今年2月までには帰国し、

パキスタンで療養を継悶T市

続することにしている。.:.u.胤
(東京東部労災職業病センヂー)
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受験引率帰路の脳梗塞
長崎.高校教師・審査会で逆転認定

1994年2月、受験引率の帰路

の列車の中で脳梗塞で倒れ、重

い障害を負った長崎県立北陽台

高校教師・伊藤さん (38歳)の労

災審査請求事件で地方公務員災

害補償基金長崎県支部審査会

が、 1997年 12月26 日に「公務上

災害」と認定する裁決を行った。

平戸市・江湖労災(前月号参照)

に続く逆転勝利の裁決である。

3年生の拐任だった被災者

は、進学校としての授業や進路

指導の他、模擬試験、クラブ活動

の指導など過重な業務が続いて

いたが、 1994年2月、山陰地方の

大学受験引率の帰路の列車の中

で脳梗塞で倒れ、重いF事実を

負った。被災者と家族は、「同傷

病は過重な公務に起因する」と

して同年 10月に公務災害認定

を申請したが、基金長崎県支部

が公務外として却下したため、

支部審査会に原処分の取り消し

を求めていた。

この事件で長崎県高教組が、

被災者の勤務実態の調査、証拠、

証言の収集など全面的に支援本

市lをとった。

審査会は、被災者が1什一問、年

休を 1日も取得せず、持ち帰り

残業を余儀なくされていた業務

の実態に踏み込み、「身体的、精

神的に過重な業務」による公務

上疾病と認定した。

この裁決は、脳梗塞発症の原

国を直前の業務だけでなく、 1年

圃イギリス基準協会 (British

Standards Insti tute)が、労働安

全衛生システムのためのガイド

ブック BS8800 を出版。とれで

生命を守り、 rl'小企業が経費を

かけないで改善をすることがで

きると宣伝している、

園労働安全衛生の国際基準はな

いが、環境についてはいくつか

ある。ヨーロッパのEMAS(E∞
Management and Audei

Scheme)、イギリスのBS7750、

国際的にはIS014000がそれで

ある。それぞれ違いがあり、とく

に、 E M A Sに比べて、他の2つは

公開性、下請けや供給者責仔、監

査、法的拘束力などが弱い。

圃カナダ労働組合会議の安全衛

生部長である Dave Bennett氏

が、 ISO について懐疑的な報告

前までさかのぼり、進学校の 3

年担任としてのストレス蓄積、

クラブ活動の指導、自宅残業な

ど業務実態に踏み込み公務の過

重性を認定しており、全国的に

も数少ない裁決例として今日の

過労死労災の認定基準の見直し

とともに、職場の安全衛生士慌

の課題を示す画期的な闇

裁決である。

(労働者法律ネットワーク)

を 1996 年 4月のスペインの労

働安全衛生会議で発表した。氏

の批判点として、基準作成に際

して労働者の参加がないこと、

安全衛生が生産管理同様経営の

発想でなされること、責任があ

いまいになることなど。

圃国際自由労連でも、 ISO をめ

ぐって、その効果など議論が起

きている。作成過程で労働者が

参加できていないことについて

は、 I L Oに申し入れを行った。ま

た、労働者の権利など感り込ま

れるべき項目を発表している。

回ISOについて、 1996年4月の

スペインでι会議で労働組合で

もいろいろな意見が出された。

í~ミ手主白骨JM市りの京差手日につなカtると

いった批判とともに、全然法的

規制lの存在しない発展途一 k国で

労働安全舗生の国勝基準
福外短信・ Workers' Health

International Ne wsletter

は、改善への足掛かりとして意

味があるのではないかという意

見も出された。

園南アフリカのイギリス系多国

籍企業(トール・ケミカル社)で

働いていた労働者2 0人が重症

の水銀中毒となり、 4人が死亡し

た。会社 (1987年南アフリカへ

水銀工場を移転)は責任を否定

している。しかし、「ハザ←ドj誌

夏号によれば、イギリス安全衛

生局 (HSE) は事実を知ってい

た。同誌のレポートは fHSEは

1 9 8 0年代にイギリスの工場に

立ち入り、作業場での“非常に高

い"レベルじた気中水銀濃度を、ま

た、労働者の尿からは許容濃度

を超える水銀を検出していた。

との情報はH S E内のコンビュ

ータに記録されていた。 HSEと

会社は沈黙を守ることを決めて

いたJとしている。

贋オランダのホ←ガベン社ほ世

界最大の製鉄会社のひとつで、

近代的かつ安全な技術に莫大な

投資をしてきたことを誇りとし

ているが、事実、事故の減少がそ

のことを証明していた。

しかし、 1997 年 5月、同社内

で発生した2人の中国人労働者

の死亡事故がオランダ労働運動

に大きな衝撃を与えた。中関人

労働者は同社工場内で炉の解体

作業を行っていたが、その炉は

マレーシアの会社がインドネシ

アで使用するためのものであっ

た。彼らはフェンスで隔離され、

中国の相場の賃金で働かされて

いた。非常な長時間労働で、運河

1=浮かぶはしけで睡眠をとって

いた。 2人の死は、この工場の労

働条件を明らかにしたE

2人目の労働者が死亡してか

ら、労働組合は独自の調査を行

い、アスベスト曝露、危険な足

場、腐ったはしご等驚くべき実

態が明らかにされた。賃金は法

定をはるかに下回り、社会保障

にも入れられていなかった。労

働組合は、会社と労働監督署に

対して、ストライキを通告した。

労働条件は改善されたが、依然

国内法に従ってはいない。会社

は「炉を中国の会社に売却した

時点で会社の責任は終了してい

る」と主張している。

しかし、オラン夕、労働組合連

理 (FNV) は、「ヨ←ロッパの法

律では、工場内の健康と安全に

関しては全面的に会社に責任が

ある」としている。現在、工場内

の条件が改善されるまで操業を

止めようとする運動がおこって

いる。この工場での安全衛生の

措置は適切ではないと証明され

た。 FNVは、労働省に対し明確

な法的規制を含む即時¢行動を

要求し、施行の手続を迫ってい

る。

Eアメリカでキ←ボードメーカ

ーが初めて、 RSI (頚肩閥障害)訴

訟に敗北した。

幽南アフリカで、 1997年3月に、

アスベスト被害とアバルトヘイ

トで悪名高いM e r e m ∞r鉱山が

閉山した。

ヨフランスで、 1997年 1月にア

スベストが禁止され、既存の建

築物のアスベスト使用状況の調

査-除去等が義務づけられたな

かで、アスベスト関連会社が大

いに収益を伸ばしている。彼ら

は、アスベストを据え付けると

きと、徐去するときと 2度儲け

ている。

聞イソシアネートの古い測定方

法は意味がない 1

スウェーチンの「職業医学研

究所j江 2人の研究者は、 1987年

からイソシアネート(イソシア

ン酸)を研究している。彼らは2 0

年前の測定方法はもはや信頼で

きないというととで意見が致

している。一部の方法は濃度を

低くみたり、古いタイプよりも

はるかに危険な新しいタイプの

イソシアネ←トを検出できなか

ったりしている。

2人の研究者は新しい測定方

法を考案した。それは、もっと感

度のよい測定器を用いる気中濃

度測定と、労働者の血中および

尿中イソシアネ←ト代詩i物の測

定を組み合わせたものである。

この方法によれば、短時間の高

濃度曝露で、それが異なる作業

工程であっても検査することが

できる。［ある工場で、 100 回基

準をとえる汚染が検出された

が、それにも関わらず旧測定方

法では何も検出されなかった」

と研究者は説明し、その工場で

のi農度はずっと高かったはずだ

と考えている。彼らはとれまで

の方法は全く不適当であると結

論を下している。 回
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センターのホームページ開設
東京.職場改善事例などを紹介

全国安全センター、自治体労

働安全衛生研究会に続いて、東

京東部労災職業病センターがホ

←ムページを開設しました。 UR
Lは、 http://w京 w-]ca.ax.apc.or

g/etoshc/。
担当の内田iE子さんに抱負を

寄せてもらった。内田さんは、昨
春から専従スタッフになったば

かりのニュ】フェイス。
x x x

インターネットの原理がほと

んど分かつていない私がホーム

ページを作っていることに矛盾

がないわけでもなく、結構周辺
にご迷惑かけまくりなので、ど

う書けばいいかちょっと迷いが
ありました。結局、私の抱負など

とおこがましいので、東京東部

労災職業病センターとしての抱

負的な以下のような文となりま
した。 (以上は、 Eメールで送ら

ポー計十訂以ーで E 飾品;,~~O- _,_ _.__ ~_,::.'
f円.,-",-.~:-:.'-' .'.- ,: :,:-:-,:;…九.,.'

E持吋

戦場、地域から労該職業載をなくそう t
東京東部労災韓芸能描センター｛東部労噛センタ >は、 1979年註立以来、
働くも白白命と瞳康を守り、輯場、地培から労災職業病をなくすために活動 
レています,
東部労職センター1<く ,地域由労醐組合と医療関係者(医師、看謹掃‘ケー

スワ カ 等〕や弁護士、労働安全衛生由専門家が協力し、労担職業捕に関 
する相器活動を行し¥職場田安全衛生活動を支撞していますく

MENU

東京東部労災職業病センタ へ由お問い合わせは
東京都江東区亀戸1-33-7

TEL 03-368-39765 FAX 03-3683- 9 766
正 mai t雨量羽E-Bhilt-E-

れてきた原稿の前書き)

東京東部労災職業病センター

では、好余曲折の末、今年2月中

旬からホームページを開設しま
した。本来、昨秋にはと考えてい

ましたが、大分遅れてしまった

ことお詫びします。ホームペー

ジをこ覧いただく皆さんの職場
における労働安全衛生活動に役

立てていただきたい情く報をご)刊
意していきたいと思っています。

当センターで受けた相談実

例、労災を相談されたとき気を

つけたいことをまとめたポイン
トアドバイス、職場改善に関す

る労働組合への応援内容など、

いくつかのページがあります。
とりわけ、お勧めは、毎月紹介す

る労働者自身が工夫した職場改

善事例のページ。職場環境問題

の解決のための具体的アイディ

ア実例として参考としていただ
くためにカラー写真で掲載して
いきたいと考えています。

センター内では「ゆくゆくは
英語ページも!Jとの声も上が

り、夢は果てしもなく広がって

いるようですが、なによりも、見
ていただく方の実践にこそ役立

つ内容を作ることを心がけ、今

後、内容充実に努めてまいりま

す。一度でも覗いていただいて、
ご要望をお寄せいただければう

れしい限り。作成自体は結構孤
独な作業。皆さんの感想、ご助言

が何よりの原動力となります。

東京東部労災職業病センター

のホームページ、以後よ回T同

ろしくお願いします。～

東京都部労災職業病センター

内回正子

1¥1 0.1草 [JA I¥I 1998]
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5脚 il jOlfhrc劇団aX.llpc.org Homepage htlj以内ww.jca.ax.apc.org/joshrcf

Newsteptow昌rd

building a networkf or 

monitoring TNC's

by Sugio FURUYA
JOSHRC Secretary G eneral,

OnN ovember 23 and 24,1 997,

an inlernational seminar was held

to discuss the measures and 
coordination required -to effectively

monitor the economic activiti,田,

inc1uding direct investments,o f
transnatI onal companies (TNI白 )of 

East Asian coun廿 i es- Ja pan ,S o u血 

Korea,T aiwan and Hong Kong 
The 皿 eeting,a n East Asian 

Seminar for Monitoring TNC ' s,w 国 

organized by the People's Action 
Network to Monitor Japanese 亦, es
(PANMJTNC),w ith supporting

participation from 12 no昨

governmental organizatio田

(NGOs), incl uding the ]apan 

Occup ationa l Safety and Health 

Resource Center (JOSHRO. Along
with Japanese NGOs fo口lSing o n 
this problem,r epresentatives of

citizen groups from other East 

Asian配 onom iesalso attended

Objec訂ves
The 0同ectives of the Seminar 

were

1) to review血eadual state of出e

inveslments of τNCs based皿
East Asia and a皿 ociated
pro ble ms,a nd elaborate血e

旧 sksand roles旬 be shared by

the NGOs in the economi田

concerned;

2) to di町田sways to enhan田血e

monitoring of TNC ' sb eing
conducted by an umber of

αtizens group s and labor
凹 ions,and furlher也 elf 

common understanding; and

3) to establish an etwork for

monitoring East Asian TNCs

OnN ove皿 ber23,a d raft Asian 
NGO Charter on Transnational 
Corporations,p repared by the
organizing group,P ANMJTNC,

was presented for elaboration,a nd

problems related to i t were 

discussed. Among the requests
were 血eaddition of sp配 ific claus四 

on women's rights and maternity

protection,a nd the extension of

血 esebeyond pa四 nt co mpan ies and 
their subsidiaries into their

subcontractors , which have
s u b坑antia1 influence on local labor 
relations and environrnental

∞nd由 ons
This was the白r5t d a y that出e 

draft was public1 yd iscussed. lt is 

scheduled to be elaborated furlher 

in order to be of fundamental 

guidance for future TN亡

monitoring activilies

Through this process of
elaboration , the partidpants

exch anged their specific experience 

and insights Into TNC behavior, 

thus helping them appreciate their

achievements and future tasks
The 白rst task may be to pro­

mote and circulate出sdaft charter,

particu1ar1 ya mong labor
unlons守 For Japanese 
NGOs, τ", hich have been 

handicapped by poor co­
operation from 血e田 'ab-
lished irade unions,th is 

wi1 lbe ac ha l1 enging bui
meaningf叫 ""k

This move,i nitiaied

by NGO's,w as the first

such effort in也 IS reglOn,

apart from the 'Sc口4 

Charter for Democratic
Developmeni,p romulo

gated by 也e

In怪 rnational

Confederation of Free Trade 
Unions-Asian PaciHc Region 

Organiza tion 口仁FTU-APRO) in

1994

On the second day of the 
Seminar,v ario田 NGOrepr四回同

tiVI田 p r呂田ted their r田 pective n a 

tional repor凪 and出swas fol1owed
by ap anel dis口lSsion. In the品scus- 
sion the fol1owing topics were ad- 
dr国臣d

.capl旬1w i也 drawal problem in 
Masang (S. K orea) ,

.problems in invl田1 m四tin China,
- 1.. 田,nsfrom 血ejoint白血p司gn

agai田 tnuclear power plant expor- 

出話on from Japan to Taiwan 
.problern凶 tn ove四e描 mves恒 lent

ofTaiw回目eTN亡s
.problems in over田 asmv回世間nt 

of Korean TNCs

百 ¥eNovember Seminar was not 
the first effort to build ar egional 

network for monitoring 1NC 
adivities. The effort was siaried

with a Japan-South Korea joint 

serninar held in 1996. The next 

conference is scheduled to be held

in autumn 1998,w ith other NGOs 
in the receiving countries expeded 

to participate. In this session,也e

迎春

Happy NewY ear

The Japan Occupational

Safety and Health Resource 
Center wishes al l readers

and supporters around the

world av ery happy and 
peaceful New Year
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draft Chapter will be discussed 

rrom pe rsp ect ives specific to 

'ec目 ving couniries,a nd the Asian
regional network i s expected to be

enlarged回 daligned

For further information conta c:t

F四 ple's Action Netwo工klo
Mo出 torJap四 ese 1Nu

ぬy田 eC a曲。 ,1icch 町 .ch,

1-21-12,M atsu_りvama,
Kiyo.世 slu,
Tokyo21出回22,japan

Te!,+81 -4 24←91-0 104
Fax; +81-424-91占 9615 

E-mail:
JACOI227@血 fty serve.or. jp

Surveyc onducted on

health ofp ostmen

by Hiroyuki Kawa皿 010 
Kanagawa OSHC

A mail workers' union recent1 y
conducted a survey, using

questionnaires,o n the health
condition of workers,.u ruoruzed and
non-unio nized,in ap ost office in 

Yokohama Over 40% of the
respondents indicated出叫血e y a r e

considerably preoccupied alフoul

their working enviru町田ent,w i t h

ap proX1m凶 tely30% saying they felt

some concern about 出 eirworking
en羽 ronment. N oi se poll,ulion was 
indicated as giving cause for 

concern by nearly 70% of the

respondents
The union used lhese results to 

urge the management to improve

七onditions in the workplace 

However, despite repeated

'"P目 sentations,the立umagement

will not work on the prob1ems

田町田ly.

The survey was triggered by a 

tclephone cal 1 to our Kanaga屯Na 

OSHR亡 The caller ,a m ember of

the loca1 1.mion,c omplained 出 al
d田 tpollution might da皿 age the

hea1tho f his coworkers,es pecially 
asthmatics (a former cowo rker died

01描 Ih皿 a),and 出品目白ssive noise

prevenb~c! co皿皿un.lcahon o v町出e

te泌phone dt msw orkplace. Hew as

anxlO田 to improve his working

envlron町田t

To work jointly with him in

resolving these problems, we

started by visiting his workplace
As he emphasized, different

machines,s uch as cancelers and

assorters,w ere producing noi目,

and paper dust was flying in出e
air. The noise,h owever,w as not

over the level defined as permit桂d

by the existing児 gulations,a n d the

paper dust w描 not included among 
the types of d田 trequired to be
controlled by the relevant

regulations. We found that the
problems he raised could not be 

resolved simply by applying
exis ting regulations to his

workp1ace. Another approach had
to be developed to improve the

working environmen i. The above 
mentioned survey and

questionnaires were an a枕empt to

examine the workplace in a 
compreh朗自ve way,as ap art of田1

effort to imporve working

叩 nclitions

efficiency of the services by

introdudng competi.tion into the
田町kel 亡om pet iti on,hm,ve ve r ,

rneans that tighter and heavier

working condiβonsv旧日be impc匝 d
on the workers. Al re ady ,in almost

a11 the post offices,ra tionali回 tion

and mechanization have been

introduced to compete with the

emerging delivery 世間日S,問団101
whose workers are unorg aruzed
and forced to work凹 eg吐ar shifts, 

and wH:h UI由, wl叫 ly long overtime 
Thep rivatization would exacerbate
位、 epresent situation,a nd further

squeeze p田 talworke四 under the 
pretext of surviving in an endless 

race with privale delivery
co皿 pa町田. who neglect their

workers' h四 l出

Web elieve that the negative

1皿 .p!日 tions of血e p q v油田tion of 
the postal services will be

highlighted by struggles rooted in

the employe田 1 working con品 tions
and environment'明白 which 0田

case i s concerned. We hope that 

similar efforts to bring into light

workers" repres田 dgrievanc田 will

gain ground a皿 ong other 

workplaces and unions

The labor union distributed

questionn剖 reforms to all the

workers in出品post office. They
were somewhat pessimistic about

the response rate of the
questionnaire,s ince that l.mion
organized only 10 of the 20 regular 

workers there. The rest of the

regular workcrs were organized by

anothet labor union,も~hile thcre

were 50 unorganized part-time

workers. The result,h owever,w as

unexpech'd: almost a11 of tne

workers relurned their

qu田 tionna江eforn凶, demonstrating

in itself their great preoccupation

""ith出 eIrworking environment

Newc hairman of

JOSHRC

Mr. Masazumi Harada,M .D., 

Ph.D., Institute of 1101ecular 

Embryology and Geneti.田, 
Kumarnolo University S c hool of 
Mediαne,ch air man of JOSHRC,ha s 

been rep lac ed by M r. Hiro shi 
Inoue. Mr, Inoue had been an 

offkial of the Labor 5tandards 

Inspection Office .fOI over 30 years 

before becoming an advisor to trade 

uruo田 o n 0仁cupational safety and 
heal白

WoriI田 aboulprivati田 tion
Privatization of the posial

serVlc田 T especial1 y the insurance 
and money saving sectors,i s being 

discussed in the Government and

lhe Die t.Thep roponen包 argue that 
privatization would improve the
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東京.東京東部労災職業病センター
干 136 -00 71江東区亀戸 1-33-7

東京・三多摩労災職業病センター
干 18 5-0 021 圏分寺市南町2-6-7丸山会館 2-5

東京.三多摩労災職業病研究会
干185-0012国分寺市本町3-13-15三多摩医療生協会館内

神奈)11・社団法人神奈川労災職業病センター
〒230-0062横浜市鶴見区豊岡町20-9サンヨーポ豊岡505

新潟.財団法人新潟県安全衛生センター
干951-8065 新潟市東堀通2-481

静岡・清水地域勤労者協議会
〒424-0812 清水市小柴町 2-8

京都.京都労働安全衛生連絡会議
子601-8432京都市南区西九条東島町 50-9山本ピル3階

大阪・関西労働者安全センター
干540-0026大阪市中央区内本町1-2-13ばんらいピ) [ , 602

兵庫・尼崎労働者安全衛生センター
子6 ω 0 8 0 3尼崎市長洲本通1 - 1ι 1 7阪神医療生協気付

兵庫・関西労災職業病研究会
子6Eι0803 尼崎市長洲本通1-16-17阪神医療生協長洲支部

広島・広島県労働安全衛生センター
干732～0827広島市南区稲荷町5～4前田ビル

鳥取.鳥取県労働安全衛生センター
干680～0814 鳥取市南町505 自治労会館内

愛媛・愛媛労働災害職業病対策会議
〒792一日日03 新居浜市新田町1～9～9

高知.財団法人高知県労働安全衛生センター
干780~00l0 高知市繭野イワ井田 1275~1

熊本・熊本県労働安全衛生センター
〒861-2105熊本市朝章町秋田3441ー加融事Lークタウンクリニック

大分.社団法人大分県勤労者安全衛生センター
〒870~0036 大分市寿町1～3 労働福祉会館内

宮崎.旧松尾鉱山被害者の会
干883～0021 日向市財光寺283～211 長江団地1～14

自治体.自治体労働安全衛生研究会
〒 102~0085 千代田区六番町1 自治労会館3階

(オブザーバー)

福島.福島県労働安全衛生センター
〒960～81日3 福島市船場町1～5

山口・山口県安全センター
〒754~OCω 山口県小郡郵便局私書箱44号

E-mail etoshc@jca.ax.apc.org

τ1lL (03)3683~9765/FAX(03)3683~97“

TEL (0423)24-1024 IFAX( 0423) 24-1024

TEL (0423)24~1922/FAX(0423)25~2663

E~mail VZW00150@niftyserve.or.jp
τ1lL (045)573-4289/FAX(1口45)575~1948

E~mail KFR00474@凹 ftyserve.or. jp
τ1lL (025)228~2127/FAX(025)222~0914

τ1lL (0543)66~ィ6888/F必((0543)66~6889

τ1lL (075)691~6191/FAX(075)691~6145

E-mail koshc@os k2.three¥ ¥吊 bnet.or.jp

TEL (06)943~1527 IE必山6)943~152R

τ1lL(口6)488~9952 IFAX(06)488~2762

τ1lL (06)488~9952 IFAX(06)488~2762

TEL (082)264-4110 IFAX(082)264-4110

τ1lL (0857)22~6110 IFAX(0857)37~OO90

TEL (0897) 34~0209 IF必｛(0897)37~1467

TEL (0888)45~3953/FAX(0888)45~3953

TEL (096)360~1991/FAX(096)368~6177

百 L(0975)37~799l/F必｛(0975)34~8671

TEL(日982)53~94日日 IFAX0日j82)53~3404

E-rnail sh-net@ubcnet.or.jp
τ1lL (03)3239~9470 IE必 ｛(03 )3264-1 4 3 2

τ1lL (0245)23~3586/FAX0日245)23~3587
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